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１．はじめに 
近年、組織経営において総合的品質管理（ＴＱＭ：Total Quality Management）の果

たす役割について関心は高く、様々な品質賞［１］～［３］を梃子にして、多くの企業が

その導入・推進に熱心に取り組んでいる。これにともない、これまで製造業を中心に発展

してきたＴＱＭも産業界のみならず、行政・医療・教育などのサービス分野や非営利分野

への急速な広がりを見せている［４］。しかし、これらの分野においては、業種・業態の違

いによる様々な困難さのために、少数の成功例を除いて、ＴＱＭの導入・推進が必ずしも

うまく進んでいるとは言えないのが現状である。 
本研究では、サービス分野や非営利分野におけるＴＱＭの導入・推進を行っている企業・

組織に対してＴＱＭ導入・推進の困難さに関する調査を行う。これにより、各々の企業・

組織が感じているＴＱＭ導入・推進の困難さがどこにあるのか、その本質を明らかにし、

克服策を考案することを試みる。 
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２．調査の計画と実施 
２．１ 基本的な考え方 

ＴＱＭ導入・推進における困難さを明確にするための調査方法としては、以下の２つの

方法が考えられる。 
 （１）「ＴＱＭ導入・推進のどこに困難さがあるのか」を直接答えてもらう。 
 （２）組織の「ＴＱＭ活動の自己評価・診断と推進策の立案」を実際に行ってもらい、

そのプロセスのどこにどのような困難さがあるのかを答えてもらう。 
この内、（１）の調査方法は直接的でわかりやすい。しかし、反面、得られた困難さが様々

な視点で捉えられたものになる可能性があり、ＴＱＭ導入・推進のプロセスと必ずしも対

応のとれたものになるとは限らない。 
本研究では、上記の問題点を回避するために、ＴＱＭ導入・推進のプロセスを「自己評

価・診断およびその結果に基づく導入・推進策の計画と実施」と捉え、組織がこのプロセ

スのどこでどのような困難さを感じているのか明らかにするという立場から（２）の調査

方法を用いた。この調査方法は一見複雑に思えるが、得られた困難さをＴＱＭ導入・推進

のプロセスと対応付けて整理することが可能となり、より焦点を絞った克服策を議論する

ための有効なデータを得ることができると考えられる。 
 
２．２ 業種別のＴＱＭの自己評価・診断法の作成 
ＴＱＭ活動の評価・診断法は、従来から様々な方法が提案されている。しかし、これら

の多くは製造業を対象としたものであり、サービス業・非営利組織におけるＴＱＭの自己

評価・診断法としてそのまま使用できない。ここでは、規模や業態による相違に柔軟に対

応できることをねらいに開発・提案された「モジュール化されたＴＱＭの自己評価・診断

法」［５］をベースに、様々な業種に適する形に修正を加え、「業種別のＴＱＭの自己評価・

診断法」を作成した。 
この評価・診断法では、組織のＴＱＭを 
（１）「活動」 
（２）それによって得られた「成果」 
（３）両者の因果関係 

の３つから捉えている。どんなによい「活動」でも「成果」が得られなければ意味がない。

逆に、その組織にふさわしい「活動」が行われていれば必ず「成果」は得られる。ＴＱＭ

の導入・推進を適切に行うためには、「活動」の状態がどうか、ねらいとする「成果」は何

か、その達成度はどうかを把握した上で、「活動」と「成果」との関連が正しく認識するこ

とがポイントとなる。この評価・診断法では用意された様式に従って評価を進めることに

より、「活動」、「成果」および両者の関連を総合的に判断し、ＴＱＭの推進において力を入

れるべき「活動」が何かを特定できるように工夫されている。 
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２．２．１ 用語の修正 

金井ら［６］の研究によれば、ＩＳＯ９０００シリーズなどの一つのマネジメントシス

テムを様々な業種に適用する場合の困難さには「用語」にかかわるものが少なくない。本

研究ではサービス分野・非営利分野を 
ａ）公共・行政 
ｂ）公共教育機関 
ｃ）教育サービス機関 
ｄ）医療機関（病院） 
ｅ）社会事業 
ｆ）ガス・給水・電力 
ｇ）通信 
ｈ）レストラン・フード 
ｉ）卸売業・小売業・専門店 
ｊ）金融・保険・証券 
ｋ）不動産・賃貸 
ｌ）情報技術 
ｍ）エンジニア・研究開発 
ｎ）ホテル 
ｏ）輸送・倉庫 
ｐ）その他専門的サービス 
ｑ）その他社会的・個人的サービス 

の１７の分野に分けた上で、各々の分野ごとにベースにした自己評価・診断法［５］の中

の製造分野・営利分野の用語や表現（９７種類）を当該のサービス分野・非営利分野に適

したものに書き換えた。書き換えの一例を表２．１に示す。 
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表２．１ ＴＱＭの自己評価・診断法の用語の修正（一部） 

注）空欄はもとの用語をそのまま使用することを示す。 

   業種 
用語 公共・行政 社会事業 医療機関 教育機関 

輸送・倉庫 金融・保険・

証券 情報技術 
公共 サービス 

品質 行政の質 サービスの質 医療・サービス

の質 教育の質 教育・サービス

の質 サービスの質 商品の質 ソフトウェア

の質 

顧客 地域住民 入居者・入寮者 患者 学生・生徒・

児童・PTA    クライアント 

従業員 職員 職員 職員 職員 職員    
市場 地域・社会 地域・社会 地域・社会 地域・社会 地域・社会    
経営 行政運営        

工程 サービス提供

プロセス 
サービス提供 

プロセス 
医療・サービス

提供プロセス 
教育提供  

プロセス 
教育・サービス

提供プロセス 
サービス提供

プロセス 
商品提供  

プロセス 
ソフトウェア

提供プロセス 
購買と外注 委託と発注 委託と発注 委託と発注 委託と発注 委託と発注 委託と発注 委託と発注 委託と発注 

ＱＣＤ 質・コスト・

スピード 
質・コスト・

スピード 
質・コスト・

スピード 
質・コスト・

スピード 
質・コスト・

スピード 
質・コスト・

スピード 
質・コスト・

スピード 
質・コスト・

スピード 
製品・サービス

サービス・  

制度・施設等 サービス 医療・サービス 教育 教育・サービス サービス 商品 ソフトウェア 

要員 人 人 人 人 人 人 人 人 
業界 行政機関の中 社会事業の中 医療機関の中 教育機関の中     
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２．２．２ 業種別の自己評価・診断法のＴＱＭの導入・推進プロセスに沿った様式化 
参考とした「モジュール化されたＴＱＭの自己評価・診断法」［５］においては、活動の

評価・診断のフォームが示されている他、活動と成果の結びつきを評価する重要性が述べら

れている。しかし、成果の評価や活動と成果の関連付けのための具体的な様式等の詳細は示

されていない。ここでは、ＴＱＭの導入・推進プロセスを 

 （ＳＴＥＰⅠ）「活動」の評価・診断 

 （ＳＴＥＰⅡ）「成果」の評価・診断 

 （ＳＴＥＰⅢ）「活動」と「成果」の関連付け 

 （ＳＴＥＰⅣ）改善の必要な「活動」の見極めと推進策の立案 

の繰り返しであると捉え、このプロセスに沿って自己評価及びそれに基づく改善案の検討が

行える一連の様式を作成した。詳細は付録１を参照。 

（１）「活動」についての評価・診断 
ＴＱＭの「活動」を評価・診断するためには、評価の対象とする活動を選んだ上で、各々

を定量的かつ客観的に評価できるような何らかの尺度を構成する必要がある。 
評価の対象とする活動については、サービス分野・非営利分野の企業・組織にとって必要

性・重要性を考慮に入れて、ベースにした評価・診断法［５］の中から８つの活動要素と２

０の活動要素の細目を選択した。選択した活動要素及び活動要素の細目を表２．２に示す。

また、８つの活動要素の関連を図２．１に示す。 
上記の活動要素の細目ごとに作成した段階尺度の一例を表２．３に示す。これらの段階尺

度は、評価の視点として 
１）計画（Plan）：目標の適切さ、目標を達成するための実施計画の適切さ 
２）実施（Do）：文書化、教育･訓練、伝達・コミュニケーションが適切か 
３）評価・改善（Check & Act）：見直しのための問題・データ、その収集、評価に基づ

く解析・改善策が適切か 
４）活動の効果（Performance）：目標との対比、競合他社との比較、高い成果レベルの

維持ができているか 
の４つを設定した上で、各視点に対して、 
①レベル１：方針・目標がない、実施は担当者まかせ、状況や成果の情報が無い 
②レベル２：方針・目標は従来の延長または実情無視、実施計画を守れない、個別の評価・

改善、一部効果は見られるが全体的には変化がない 
③レベル３：挑戦的で達成可能な方針・目標、方策の有効性は曖昧、一部を除き計画通り

実施、継続的・定量的な評価・改善、全体的な改善が認められる 
④レベル４：絞った方針・目標・方策、計画通り実施・展開、総合的な分析に基づく重点

を絞った計画的・改善活動、大幅な効果が得られている 
⑤レベル５：長期的な方針・目標、実施を確実・容易にするための多くの工夫、従来の枠

組みをうち破る改善、極めて高い効果が得られ他社ベンチマーキングの対象
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になっている 
の５段階で評価する仕組みになっており、これらの結果を総合して活動要素を評価するとい

う考えで作られている。 
 

表２．２ 選択した活動要素及び活動要素の細目（公共・行政） 
活動要素 活動要素の細目 

Ｍ１：トップのリーダーシップと  

組織の変革 

1.1 トップのリーダーシップ 
1.2 組織のビジョンと事業戦略 
1.3 組織構造とその運営 
1.4 方針管理 

Ｍ２：サービスの質の保証活動と 

顧客満足（ＣＳ）活動 

2.1 組織横断的な行政の質の保証活動 
2.2 サービス提供プロセスの設計と管理 
2.3 行政の質の評価・監査【検査・監査に対応】

2.4 委託と発注【購買管理に対応】 
2.5 顧客満足（ＣＳ）活動 

Ｍ３：新サービス・新技術の開発と

市場競争力の実現 
3.1 新サービス・新事業・新技術の開発 
〔3.2 市場競争力の実現〕 

Ｍ４：日常管理と標準化 4.1 日常管理 
4.2 標準化 

Ｍ５：情報の収集・分析・活用   

と情報技術 
5.1 情報の収集・分析・活用 
5.2 情報システム・情報技術の活用 

Ｍ６：ＱＣ手法の理解と活用 6.1 ＱＣ手法の理解と活用 
Ｍ７：計画的な人材の育成と   

小集団活動の組織的展開 
7.1 計画的な人材の育成 
7.2 小集団活動の組織的展開 

Ｍ８：ＴＱＭの推進とＴＱＭの  

考え方・価値観の実践 
8.1 ＴＱＭの推進と運営 
8.2 ＴＱＭの考え方・価値観の実践 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２．１ ８つの評価・診断モジュールの構造 

             ＴＱＭ活動の推進と

ＴＱＭの考え方価値観

の実践 
標準化と 
日常管理 

品質保証活動と顧客満足（ＣＳ）活動 

トップのリ
ーダシップ
と組織の変 新製品・サービス、新技術

の開発と市場競争力の実

Ｑ Ｃ 手 法

の 理 解 と

活用 

情 報 の 収

集・分析・

活 用 と 情

報技術

人材の育成

と小集団活

動による組

織の活性化

成 
 

果 

ＴＱＭ活動 
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１．１ トップのリーダーシップ 
  レベル１(低い) レベル2 レベル３（普通） レベル４ レベル５（高い） 

活動

の内

容 

計画 組織の計

画活動に

どれだけ

関与して

いるか 

トップは組織の計画策定に

関与しておらず、担当者に

任せている。 

トップは資源配分など関心の

ある事項の計画策定に部分的

に関与している。 

トップは人、設備、情報、技術

などの行政運営基盤にかかわ

る中長期計画、年度業務計画の

策定に関与している。ただし、

自分が先頭にたって計画策定

を進めるまでにはなっていな

い。 

トップは行政運営基盤にかかわる中

長期計画､年度業務計画の策定に積

極的に関与し､計画策定の先頭に立

っている。ただし、トップの役割の

認識が十分でなく、長期的な行政運

営計画・政策の策定段階で適切なコ

ミットが行えていない。 

トップは行政運営基盤にかかわ

る中長期計画､年度業務計画の

策定に積極的に関与し､計画策

定の先頭に立っている。また、

トップの役割を認識し、長期的

な行政運営計画・政策の策定段

階で適切にコミットしている。 

 実施 計画の実

行にどれ

だけ関与

している

か 

トップは計画の実施段階、

すなわち方策の策定および

実施に関与しておらず、担

当者に任せている。 

トップは方策の策定に部分的

に関与しているが、方策の実施

のプロセスに関心を払うこと

が少なく、計画との乖離を早期

に把握できていない。 

トップは方策の策定に関与す

るとともに、方策の実施のプﾟ

ロセスに関心を払っている。た

だし、方策の策定段階で必要な

部門間の調整を行えていない。

また、計画との乖離を把握する

のが後れ、対策の実行が遅れる

場合が少なくない。  

トップは方策の策定に積極的に関与

し、必要な部門間の調整を行ってい

る。また、計画通りに実施されてい

るかどうかを重要管理項目でみてお

り、計画との乖離が生じた場合、直

ちに対策を実行している。ただし、

計画の実施において何がネックとな

っているかの理解が十分でなく、効

果のある対策が行えていない場合が

ある。 

トップは方策の策定に積極的に

関与している。また、計画との

乖離が生じた場合の把握、状況

認識も的確であり、直ちに必要

な対策を実行し、効果を得てい

る。 

 評

価・

改善 

組織の評

価・改善

活動にど

れだけ関

与してい

るか 

トップは組織の評価・改善

活動に関与しておらず、担

当者にまかせている。 

トップは年度末や期末に結果

の報告を受ける程度である。

トップは定期的に結果の報告

を受け、改善活動に対する意向

を伝えている。ただし、あくま

でも受け身である。また、原因

追及や改善策の検討には積極

的に関わっていない。 

トップは節目ごとに会議体・書類等

によって計画の実施状況を把握する

とともに、部門長診断などを行い、

組織の問題を積極的に把握しようと

している。また、これらにおいて明

らかとなった問題点の改善に積極的

に関与している。ただし、トップ自

らが改善活動の先頭に立つところま

では至っていない。 

トップは部門長診断などを行

い、組織の問題点を積極的に把

握している。また、組織がかか

える根本的な問題に対処するた

めのプロジェクトをリードする

など、自らが改善活動の先頭に

立っている。（注２） 

活動の効

果 

問題意識

が共有化

されてい

るか 

組織の職員は現在の仕事に

問題意識を持っておらず、

従来の延長で仕事をしてい

る。 

一部の職員は問題意識を持っ

ているが、他の大多数は関心が

ない。 

組織の職員は問題意識を持っ

ているが、関心がばらばらであ

る。 

大部分の組織の職員はある程度統一

された問題意識を持っており、新し

い課題に取り組んでいる。ただし、

一部の職員が無関心であったり、進

むべき方向に対する若干の認識の相

違が見られる。 

組織の職員は共通の問題意識を

持っており、全組織一丸となっ

て新しい課題に挑戦している。 

（注１） ここで言う「トップ」とは、評価の対象としている組織・活動の実質上の責任者を指す。 

（注２） ここで言う「部門長診断」とは、部門長がやっていることの診断である。 

表２．３ 活動要素の細目ごとの評価用シート（公共・行政） 
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（２）ねらいとする「成果」とその評価・診断 
ねらいとする「成果」の評価・診断のフォーム（一部）を表２．４に示す。このフォー

ムは、各々の企業・組織がＴＱＭのねらいとする「成果」を列挙・記入し、そのねらいと

する「成果」を５段階尺度 
①レベル１：当該の成果についての情報を持っていない 
②レベル２：情報は持っているが、改善は全く見られない 
③レベル３：一部、部分的には改善が見られるが、全体的には変化がみられない 
④レベル４：全体的に改善は見られるが、目標としたレベルには達していない 
⑤レベル５：全体的に大幅な改善が見られ、目標としたレベルを達成しており、他のベ

ンチマーキングの対象になっている 
で評価する形になっている。また、列挙したねらいとする「成果」の重要度を５段階でラ

ンク付けするようになっている。 
 

表２．４ ねらいとする「成果」およびそのレベル評価用シート（一部） 

成果 
レベル１  

(低い） 
レベル２ 

レベル３  

（普通） 
レベル４ 

レベル５  

（高い） 

Ｐ

１ 

住民満足の

向上 

情報を持っ

ていない 

情報は持っ

ているが、改

善は見られ

ない 

一部、部分

的には改善

が見られる

が、全体的

には変化が

みられない

全体的に改

善は見られ

るが、目標

としたレベ

ルには達し

ていない 

全体的に大幅

な改善が見ら

れ、目標とし

たレベルを達

成しており、

他のベンチマ

ーキングの対

象になってい

る 

Ｐ

２ 

行政サービ

スのスピー

ドアップ 

情報を持っ

ていない 

情報は持っ

ているが、改

善は見られ

ない 

一部、部分

的には改善

が見られる

が、全体的

には変化が

みられない

全体的に改

善は見られ

るが、目標

としたレベ

ルには達し

ていない 

全体的に大幅

な改善が見ら

れ、目標とし

たレベルを達

成しており、

他のベンチマ

ーキングの対

象になってい

る 

 
（３）「成果」と「活動」との関連付け 
「成果」と「活動」との関連付けの評価・診断のフォームを表２．５に示す。このフォ

ームは、ねらいとする「成果」と「活動」の関係をどのように捉えているかを、両者の組

合せについて４段階で評価する形となっている。例えば、組織において「活動要素Ｍ１（ト

ップのリーダーシップと組織の変革）」の改善を図った場合に、ねらいとする「成果Ｐ１」

のレベルが向上すると考えるなら、「活動要素Ｍ１」と「成果Ｐ１」は関連があるとする。
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関連の強さについては、 
ａ）関連強し（◎） 
ｂ）関連あり（○） 
ｃ）やや関連あり（△） 

を用いて表す。関連がない場合については、空欄とした。 
 

表２．５ 「活動」と「成果」の関連づけのためのシート 

  

活 動 要 素  

項 

目 

Ｍ１ ： 

トップの

リーダー

シップと

組織の変

革 

Ｍ２ ： 

行政の質

の保証活

動と顧客

満足（Ｃ

Ｓ）活動

Ｍ３ ： 

新サービ

ス・新事

業・新技

術の開発

Ｍ４ ：  

日常管理

と標準化 

Ｍ５ ： 

情報の収

集・分

析・活用

と情報技

術 

項目 重要度 レベル  3 2  2  2  3  

Ｐ１ 5  2   ◎ ○   

Ｐ２ 4  3    ○  ◎ 

Ｐ３               
 
（４）改善の必要な「活動」の見極めと推進策の立案 
改善の必要な「活動」の見極めと推進策の立案の評価・診断のフォームを表２．６に示

す。このフォームは、（３）の結果をもとに、改善の必要な活動要素、今後目指すレベル、

推進策を記述する形になっている。重要度が高く、達成度の低い成果と関連が強く、レベ

ルの低い活動要素が改善の必要な活動となる。 
 
表２．６ 改善すべき活動要素の絞り込みおよび推進策の立案のためのシート 

改善すべき

活動要素 
 現在の

レベル 
 目指すべ

きレベル

推進策 

 

   M2 

 

  

  2 

  

  4 

 (1) ○○○を行い・・・ 

(2)  
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２．３ 困難さの調査方法 
調査対象とする企業・組織にＴＱＭの自己評価・診断とそれに基づくＴＱＭ推進策の立

案を行ってもらい、各々のステップにおいて感じた困難さの程度、内容・理由について答

えてもらった。 
使用した調査票を付録２に示す。調査した項目は次の３項目である。 

 （１）設問Ａ 組織におけるＴＱＭの自己評価・診断の実施とその結果 
 （２）設問Ｂ 組織におけるＴＱＭ導入・推進の困難さ 
 （３）設問Ｃ ＴＱＭ導入・推進の困難さの克服策 
この内、設問Ａについては、２．２節で作成した「業種別のＴＱＭの自己評価・診断」

を用いて、調査対象とする組織のＴＱＭ活動の評価・診断を行ってもらった。 
また、設問Ｂについては、設問Ａでの「業種別のＴＱＭ自己評価・診断」の結果に基づ

いて、各々のステップにおいて感じた困難さの程度、内容・理由について答えてもらった。

調査した困難さの項目の一覧を表２．７に示す。困難さの程度については、「非常に容易（－

２）」～「非常に困難（＋２）」の５段階で答えてもらった。また、内容及び理由の回答に

ついては、自由形式を用いて答えてもらった。 
設問Ｃについては、設問Ｂで答えてもらった「困難さ」を克服するための方策について

意見・考えを自由形式で回答してもらった。 
 

表２．７ ＴＱＭ導入・推進の各ステップ及び困難さの調査項目 
ＴＱＭ導入・推進のステップ 困難さについての調査項目 

【ＳＴＥＰⅠ】 
「活動」についての評価・診断 ①「活動」を評価する際の困難さ 

【ＳＴＥＰⅡ】 
ねらいとする「成果」とその評価・

診断 

②「成果」を列挙する際の困難さ 
③「成果」を評価する際の困難さ 
④「成果」の重要度付けをする際の困難さ 

【ＳＴＥＰⅢ】 
「成果」と「活動」との関連付け

⑤ 関連付けをする際の困難さ 
⑥ 関連の強さを見極める際の困難さ 

【ＳＴＥＰⅣ】 
改善を必要な「活動」の見極めと

推進策の立案 

⑦ 改善を必要とする活動要素を見極める際の困難さ

⑧ 今後目指すレベルを決める際の困難さ 
⑨ 推進策を立案する際の困難さ 

 
２．４ 調査対象及び企業・組織データの収集 
 調査対象としては、積極的にＴＱＭを導入・推進している組織及びＩＳＯ9000 に基づく

品質マネジメントシステムの構築に取り組んでいる組織を中心に 607 の企業・組織を選定

した［７］。 
 ２．２節で述べた 「業種別のＴＱＭの自己評価・診断法」及び２．３節で述べた「ＴＱ

Ｍ導入・推進の困難さに関する調査票」を用いて、上記の企業・組織の「ＴＱＭ推進担当

者」又は「ISO9000 品質マネジメントシステム管理責任者」に対して郵送調査を行った。

調査期間は、2001 年１１月２０日より１２月末日である。 
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 結果として、調査票を郵送した企業・組織 607 のうち 34 の企業・組織（回収率 6.1％）

から回答が得られた。調査企業・組織、回答企業・組織の業種別の数を表２．８に示す。 
 

表２．８ 調査企業・組織、回答企業・組織の業種別の数 

業 種 調査を依頼した 
企業・組織の数 

回答企業・組織 
の数 回収率（％）

公共・行政 １６ ３ １８．８％

社会事業 ４１ ０ ０．０％

医療機関 ２７ ３ １１．１％

公共教育機関 ３ ０ ０．０％

教育サービス機関 １２ ２ １６．７％

ガス・給水・電力 ７ ３ ４２．９％

通信 ２８ ２ ７．１％

輸送・倉庫 ６０ ６ １０．０％

卸売業・小売業・専門店 ６５ ６ ９．２％

レストラン・フード ７ ０ ０．０％

ホテル ３７ ０ ０．０％

金融・保険・証券 １６ ０ ０．０％

不動産・賃貸 ４２ ２ ４．８％

情報技術 １００ ３ ３．０％

エンジニアリング・研究開発 ５２ ３ ５．８％

その他専門的サービス ７３ ４ ５．５％

その他社会的・個人的サービス ２１ ０ ０．０％

合 計 ６０７ ３７ ６．１％

注）回答のあった３７企業・組織の内、５企業・組織については設問Ａのみの回答。 
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３．ＴＱＭ導入・推進の各ステップの困難の度合いと内容・理由 

３．１ 困難さの度合い 
２章で述べた調査において得られた回答からＴＱＭ導入・推進の各ステップごとの困難

の度合い（「やや困難」、「困難」の割合）を求めた。結果を表３．1 に示す。また、「非常に

困難」を＋２、「非常に容易」を－２として、業種ごとのＴＱＭ導入・推進の各ステップご

との困難さの度合い（平均値）を求めてグラフ化した結果を図３．１に示す。 
なお、「①活動を評価する際の困難さ」については、８活動要素２０細目について答えて

もらった困難さの度合いを「非常に困難」を＋２、「非常に容易」を－２として平均して求

めた。また、「③成果を評価する際の困難さ」、「⑤成果と活動を関連付ける際の困難さ」に

ついては、ねらいとする成果としてあげているものについて答えてもらった困難さの度合

いを平均して求めた。さらに、「⑨推進策を立案する際の困難さ」については、改善すべき

活動要素ごとに答えてもらった困難さの度合いを平均して求めた。 
これらの図表より次のことが分かった。 
（１）全体的には、「④ ねらいとする成果の重要度付け」、「⑧ 今後目指すレベルを決め

る」、「⑨推進策の立案」、「① 活動の評価」に困難さを感じている企業・組織が多

い。 
（２）「④ ねらいとする成果の重要度付け」や「① 活動の評価」は業種によらず困難

さを感じているところが多いのに対し、「⑧ 今後目指すレベルの決定」や「⑨推

進策の立案」については業種による相違が大きい。 
（３）業種としては、「教育サービス」、「その他の専門的サービス」、「公共・行政」、「卸

売業・小売業・専門店」、「輸送・倉庫」について困難さを感じているところが多

く、「エンジニアリング・研究開発」、「情報技術」、「不動産・賃貸」などでは困難

さを感じているところは少ない。 
（４）「教育サービス」は「①活動の評価」や「⑨推進策の立案」に困難さを感じてい

る。これに対して、「公共・行政」は「④成果の重要度付け」に困難さを感じてい

る。「その他の専門的サービス」、「卸売業・小売業・専門店」、「輸送・倉庫」は各

項目に平均して困難さを感じている。その他、「通信」は「⑧目指すべきレベルの

決定」に困難さを感じている。 
 
３．２ 困難さの内容・理由 
 回答企業があげた、ＴＱＭ導入・推進のステップごとの「困難さの内容・理由」の主な

ものをまとめた結果を表３．２に示す。この表より、各ステップにおいて感じている困難

さの内容・理由は、業種や企業・組織に固有のものは少なく、多くの業種や企業・組織に

共通して当てはまるものであることが分かった。また、レベル等の判断が言語表現に頼ら

ざるを得ないことと、当該の内容に対する理解の程度が組み合わさって困難さが生じてい

る部分が少なくないことも分かった。 
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表３．１ ＴＱＭ導入・推進の各ステップごとの困難の度合いの割合（全体） 
          困難さの 
困難さの        度合い 

調査項目 

やや困難 
（＋１） 

非常に困難 
（＋２） 

困難さを感じて

いる割合の合計

① 「活動」の評価 １９％ ０％ １９％ 

② 「成果」の列挙 ３％ ０％ ３％ 

③ 「成果」の評価 １３％ ０％ １３％ 

④ 「成果」の重要度付け １９％ ６％ ２５％ 

⑤ 「成果」と「活動」の関連付け ６％ ０％ ６％ 

⑥ 関連の強さの見極め ６％ ０％ ６％ 

⑦ 改善の必要な活動要素の見極め １６％ ０％ １６％ 

⑧ 今後目指すレベルを決める ２２％ ０％ ２２％ 

⑨ 推進策の立案 １６％ ３％ １９％ 
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図３．１ 業種別のステップごとの困難さの度合い（平均値） 
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表３．２ ＴＱＭ導入・推進のステップごとの困難である主な内容・理由 
困難さの調査項目 困難である主な理由 

① 「活動」の評価 

・ 各レベルに対する評価基準が詳細に記述してある

ため、一部は当てはまるが一部は当てはまらない

というケースが複数レベルに渡って発生した場

合、どのレベルと判断すべきかが難しい。 
・ レベルを判断するための記述内容がどうしても定

性的で包括的な内容になっていることが、評価の

際の困難さの要因となっている。 

② 「成果」の列挙 
・ 成果をどの程度に細分化するかによって、項目数

が減ったり、増えたりする。 
・ 社会ニーズは時の流れにつれて変わる。 

③ 「成果」の評価 

・ 成果達成レベルをどう捉えるかより、評価が変わ

る。 
・ 具体的な目標となっていないので、改善がみられ

たのか評価が難しい。 

④ 「成果」の重要度付け 

・ 全てが重要度が高いものである。 
・ ＴＱＭの有効性の評価（原価・納期・品質・売上

げ向上・新技術開発・・・）、すなわち企業活動の

成果とＴＱＭのねらいとする成果といった異なる

質のものが混在しているため。 

⑤ 「成果」と「活動」の関連付け 
・ 成果の内容の幅が大きい。 
・ 各活動要素自体が、互いに関連性があるため、特

定するのが難しい。 

⑥ 関連の強さの見極め 

・ 全てが何らかの関連をもっていると思われる。 
・ 成果と活動要素の相関の有無について考えること

は容易だが、◎、○、△とランク付けして表現す

ること自体は感覚的にならざるを得ず、基準点が

ややあいまいにならざるを得ない。 

⑦ 改善の必要な活動要素の見極め 

・ 活動要素とレベル評価の判断と成果との関連性の

判断に自信がない。 
・ 活動要素が不足。特に、提案営業力（システム提

案力）、システム運用というジャンルが無い。原価

管理等の要素も必要ではないのか。 

⑧ 今後目指すレベルを決める 

・ 最終的には当然レベル 5 を目指すことになると思

うが、時間的要求が示されていないので、目指す

べきは当面の目標なのか最終目標なのか明確でな

い。 
・ レベル評価の判断が困難なため、現レベルが正し

いか不安さがある。また、目標値を設定する際、

単純に現行が 3.8 だから 4.0 の目標と設定したも

のの、結果としてレベル４を達成したのかどうか

を評価するのが困難である。 

⑨ 推進策の立案 

・ 原因を特定できないため、対策を明確に打ち出せ

ない。 
・ 内容をどこまで具体的に考慮すればよいか分から

ない。 
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４．困難さの業種・活動の進め方の相違 
４．１ モデル式 

表３．２に示した、回答企業に答えてもらった「困難さの内容・理由」を見ると、多く

の業種に共通すると思われるものが多い。他方、図３．１等を見ると業種により、企業・

組織によって困難さを感じたり感じなかったりする状況が見られる。このような困難さの

相違が生じる原因・メカニズムとしては様々のものを考えることができるが、ここでは次

の仮説を考えた。 

（１） 活動や成果のレベルが低く、活動や成果についての理解が不足している 

（２） 活動や成果が一定のレベルに達して、壁にぶつかっている 

（３） ねらいとしている成果が不明確あるいは不適切で、活動が進まない 

（４） （１）～（３）の影響の仕方が、業種によって異なる 

上記の仮説に基づいて、ＴＱＭ導入・推進の各ステップにおける困難さの度合いと業種・

活動の進め方の関係を明らかにするために、各ステップごとに以下のモデル式を考え、重

回帰分析［８］を行った。 
 

・・・）・・・・・・　　　　

・・・・・・・・・

+++++++++

++++++++++=

2111112211212111

2211221122114 (

IXhIXhPIgPIgIMfIMf

IeIeXdXdcPMbMbaD

・・・（１） 

ただし、 
  Ｄ：各ステップの困難の度合い 
  Ｍ：「活動」の評価点        Ｐ：「成果」の評価点 
  Ｘ：ねらいとする「成果」として、どのような項目を挙げているか 

Ｉ：業種の分類 
  ａ、ｂ、ｃ、ｄ、ｅ、ｆ、ｇ、ｈ：定数。 
 目的変数である「困難さの度合い」については、３章で述べた「①活動を評価する際の

困難さ」～「⑨推進策を立案する際の困難さ」の９変数の内、多くの組織が困難さを感じ

ている次の６項目を取り上げた。 

 ①「活動」を評価する際の困難さ 
 ③「成果」を評価する際の困難さ 
 ④「成果」を重要度付けする際の困難さ 
 ⑦改善の必要な活動要素を見極める際の困難さ 
 ⑧今後目指すべきレベルを決める際の困難さ 
 ⑨推進策を立案する際の困難さ 
説明変数である、「活動の評価点Ｍ」、「成果の評価点Ｐ」、「ねらいとする成果としてど

のような項目を取り上げるかＸ」、「業種の分類Ｉ」については、以下に述べるような整理・

変数化を行った。 
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４．２ 説明変数の整理・変数化 
４．２．１ 「活動」の評価点の整理・変数化 

 「活動」の評価点については、それぞれの活動要素に含まれる活動要素の細目の評価点

（１～５）の平均値を用いて、分散共分散行列を用いた主成分分析［９］を行った。結果

の一部を表４．１、図４．１に示す。この結果より以下のことがわかった。 

（１） 第１主成分～第３主成分を用いて８つの活動要素のレベルのパターンの大部分を

表現できる。 

（２） 第１主成分は、正の方向に進むほど総合的に評価点が高いことを示し、負の方向

に進むほど総合的に評価点が低いことを示している。 

（３） 第２主成分は、正の方向に進むほどＱＣ手法の活用や人材育成等の「組織風土」

にかかわる評価点が高いことを示し、負の方向に進むほど方針管理や日常管理・標

準化などの「ＴＱＭの基幹」にかかわるものの評価点が高いことを示している。 

（４） 第３主成分は、正の方向に進むほど「ＴＱＭの実践」の評価点が高いことを示し、

負の方向に進むほど「ＴＱＭの実践」の評価点が低いことを示している。 

以上の結果をふまえて、ここでは、「活動」を 
（１） ＱＭの基幹にかかわるもの（トップのリーダーシップと組織の変革、サービスの

質の保証活動と顧客満足（ＣＳ）活動、日常管理と標準化） 

（２） 顧客価値創造にかかわるもの（新サービス・新技術の開発と市場競争力の実現、

情報の収集・分析・活用と情報技術） 

（３） 組織風土の醸成にかかわるもの（計画的な人材の育成と小集団活動の組織的展開、

ＱＣ手法の理解と活用、） 

（４） ＴＱＭの実践にかかわるもの（ＴＱＭの推進とＴＱＭの考え方・価値観の実践） 

の４つにグループ化し、各々の平均値を変数とすることとした。 
 

表４．１ ８つの活動要素の評価点を用いた主成分分析における因子負荷量 

 
第１主成分 

（0.749） 

第２主成分 

（0.118） 

第３主成分 

（0.046） 

Ｍ１：トップのリーダーシップと組織の変革 0.813 -0.414 0.180 

Ｍ２：サービスの質の保証活動と顧客満足 
   （ＣＳ）活動 

0.858 -0.323 0.218 

Ｍ３：新サービス・新技術の開発と 
   市場競争力の実現 

0.937 -0.037 0.062 

Ｍ４：日常管理と標準化 0.897 -0.284 0.117 

Ｍ５：情報の収集・分析・活用と情報技術 0.907 -0.053 0.114 

Ｍ６：ＱＣ手法の理解と活用 0.720 0.672 0.078 

Ｍ７：計画的な人材の育成と 
   小集団活動の組織的展開 

0.900 0.264 -0.013 

Ｍ８：ＴＱＭの推進と 
   ＴＱＭの考え方・価値観の実践 

0.885 -0.112 -0.446 

注１）（   ）内は寄与率を示す。 

注２）第１～第３主成分までの累積寄与率は 91.4％である。 
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図４．１ 活動の評価点に関する第２、第３主成分の因子負荷量 

 
 図４．２に上記でまとめた活動要素の４つのグループ「ＴＱＭの基幹」、「顧客価値創造」、

「組織風土の醸成」、「ＴＱＭの実践」ごとの業種別の平均値を示す。この図より、次のこ

とがわかった。 
 

図４．２ 業種別の活動の評価点 
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（１） 業種別に見ると差がある。ガス・給水・電力、通信、輸送・倉庫は高く、教育サ

ービス、不動産・賃貸、情報技術、エンジニアリング・研究開発、その他の専門

サービスで低い。 
（２） 「ＴＱＭの基幹」にかかわる活動は全体的に点数が高く、「顧客価値創造」、「組織

風土の醸成」、「ＴＱＭの実践」にかかわる活動は全体的に点数が低い。 
（３） 医療サービスについては、「ＴＱＭの基本」にかかわる活動は進んでいるが、他の

活動面は遅れている。 
（４） 不動産・賃貸については、特に「組織風土醸成」が遅れている。 

 
４．２．２ ねらいとする「成果」の整理・変数化 
「ねらいとする成果」については、各企業・組織が挙げているものをＫＪ法［１０］を

用いて分類した。結果を表４．２に示す。この表より、ねらいとする成果は大きく 

（１）質の向上・改善に関する成果 

（２）経営・利益に関する成果 

（３）市場開拓に関する成果 

（４）人材の育成に関する成果 

（５）しくみの確立に関する成果 

の５つに分けてとらえることができることが分かったため、各々をねらいとして挙げてい

る（＋１）、挙げていない（０）として数値化した。 

 また、これらを変数同士に相関が見られたため（ある特定の成果をねらいとして企業・

組織は別の特定の成果をねらいとしている傾向がある）、分散教分散行列に基づく主成分分

析を行った。結果の一部を表４．３および図４．３に示す。この解析より次のことが分か

った。 
（１） 第１主成分～第３主成分を用いて５つのねらいとする成果のパターンの大部分を

表現できる。 

（２） 第１主成分は、正の方向に進むほど人材育成やしくみなどをねらいとする成果と

しているのに対して、負の方向に進むほど質の向上・改善をねらいとする成果と

していることを示している。 

（３） 第２主成分は、正の方向に進むほど経営・利益に関する成果や市場開拓に関する

成果をねらいとしているのに対して、負の方向に進むほど質や人材、しくみに関

する成果をねらいとしていることを示している。 

（４） 第３主成分は、正の方向に進むほど仕組みに関する成果をねらいとしているのに

対して、負の方向に進むほど人材に関する成果をねらいとしていることを示して

いる。 

 以上の結果を踏まえて、「ねらいとする成果」を 
 （１）質に関する成果（質の向上・改善に関する成果） 
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表４．２ ねらいとする成果 
質 に 関 す

る成果 

顧客満足の向上 顧客満足度の向上 

新規顧客の獲得 

顧客からの高い評価を次の評価に結びつける 

社会や地域住民の期待に応える市政 

顧客ニーズの把握 

商品・サービスの質の

向上 

サービスの質を向上する 

成果品の質を向上する 

物流品質を向上する 

行政サービスのスピードアップ 

品質目標の達成 

商品・サービスの質の

安定化 

サービスの質を確保する 

サービスの質の標準化 

サービスを均一化する 

サービス・商品の質を安定する 

製品品質の安定 

確実な商品・サービス

の提供 

安全運行を達成する 

電力の安定供給をはかる 

供給支障の低減 

納期遵守率を向上する 

失敗の防止 不具合や苦情を減らす 

納入後のトラブルを発生させない 

サービスの不具合を減少させる 

潜在クレームの解決 

開発時にトラブルを起こさない 

ミスを減らす、ミスを防止する 

提供する医療・サービスに対するミスを減らす 

機械的・人的トラブルを減らす 

人身・設備の安全の確保 

改善の推進 業務プロセスの改善を継続的に実施する 

現場改善の積み上げ 

社会的責任 環境保全の確保 

公正で開かれた市政 

社会や地域住民にわかりやすい市政の展開 

地域社会への協調 

社会や地域住民と共に力を合わせた街づくり 

利益・コス

ト に 関 す

る成果 

経営目標の達成 売り上げ・粗利益を増加する 

経営目標を達成する 

コストの削減 コストの削減 

発電原価の低減 

経費の削減 

在庫回転率を改善する 

簡素で効率的な経営 

生産性の向上 生産性の向上 

開発生産性を向上する 
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表４．２ ねらいとする成果（続き） 
新市場の

開拓に関

する成果 

新事業・新サービス・

新商品の開発 

新事業の企画・提案 

新規事業・新規分野の開拓 

新サービスの開発 

新商品の開発 

新商品・新技術のアピール活動 

技術開発 新技術の開発 

物流技術の開発 

技術力の向上 

新商品・新技術の収集 

ＱＣの考え方、技法の新技術・新製品開発への適用 

組織風

土・人材育

成に関す

る成果 

意識改革 経営幹部の自己統制、確立の萌芽 

社員の自己統制、確立の萌芽 

営業戦略の競争原理を意識した質的転換 

職員・社員の意識改革 

病院理念の理解 

品質意識の徹底 企業経営活動の中核として、品質管理活動の位置付け 

品質至上の認知 

顧客第一主義の徹底 

人材の育成 技術員のレベルアップ 

サービス提供者の能力を向上させる 

問題発見、解決力の向上 

品質管理の考え方、手法の普及 

中間管理職の育成 

社員・職員の能力開発の自己評価をする 

従業員満足度の向上 働きやすい職場環境づくり 

業務・管理

の仕組み

に関する

成果 

業務の標準化 業務の明確化 

責任と権限の明確化 

業務の標準化 

業務の文書化 

規定類の整備 

受発注システムの見直し、再構築 

管理の仕組みの確立 組織管理体制の強化 

社内チェック体制の強化 

情報化の推進 連絡網の整備 

情報の共有化 
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（２）経営・市場に関する成果（経営・利益に関する成果、市場開拓に関する成果） 
（３）人材・しくみに関する成果（人材の育成に関する成果、しくみの確立に関する成 

果） 
の３つにグループ化し、各々を成果としているかどうかを変数とすることとした。 
 表４．４に、上記でまとめた３つのグループ「質に関する成果」、「顧客価値創造」、「人

材・しくみに関する成果」をねらいとする成果としてあげている企業・組織の割合を示す。

この表より、次のことがわかった。 
（１）一部の業種を除き、殆どの業種、企業・組織が「質に関する成果」をねらいとし

て取り上げている。 
（２）公共性の高い業種においては、「経営・市場に関する成果」をねらいとする企業・    

組織は相対的に少ない。 
（３）「人材・しくみに関する成果」をねらいとする企業・組織は、他と比べて少ない。 

 
表４．３ ５つのねらいとする成果を用いた主成分分析における因子負荷量 

 
第１主成分 

（0.345） 

第２主成分 

（0.294） 

第３主成分 

（0.156） 

質の向上・改善に関する成果 -0.543 -0.159 -0.177

経営・利益に関する成果 -0.006 0.656 0.005

市場開拓に関する成果 0.497 0.743 -0.320

人材の育成に関する成果 0.654 -0.545 -0.466

しくみの確立に関する成果 0.810 -0.052 0.565

注１）（   ）内は寄与率を示す。 

注２）第１～第３主成分までの累積寄与率は 79.5％である。 

図４．３ ねらいとする成果に関する第２、第３主成分の因子負荷量 
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表４．４ 各々のねらいとする成果をあげている企業・組織の割合（％） 

業 種 質 経営 
市場 

人材 
しくみ 

回答企業・組織 
の数 

公共・行政 100.0 66.7 33.3 ３ 
医療機関 100.0 66.7 66.7 ３ 
教育サービス機関 100.0 0.0 100.0 ２ 
ガス・給水・電力 100.0 100.0 33.3 ３ 
通信 100.0 100.0 50.0 ２ 
輸送・倉庫 100.0 75.0 75.0 ４ 
卸売業・小売業・専門店 100.0 100.0 75.0 ４ 
不動産・賃貸 0.0 100.0 100.0 １ 
情報技術 100.0 100.0 33.3 ３ 
エンジニアリング・研究開発 66.7 66.7 67.7 ３ 
その他専門的サービス 75.0 100.0 50.0 ４ 

合 計 90.1 81.2 59.4 ３２ 
 
４．２．３ 「成果」の評価点の整理・変数化 
「成果」の評価点については、各企業・組織がねらいとして挙げている成果の評価点（１

～５）の平均値を変数とした。なお、４．２．２節で述べた３つのグループに分けた上で、

成果ごとの評価点の業種別の平均値を図４．４に示す。この図より次のことが分かる。 

（１）活動と比べると全体的に高めの評価点となっている。 

（２）業種による大きな差は見られないが、ガス・給水・電力や通信で高く、教育サー 
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図４．４ 業種別の成果の評価点 
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ビス、エンジニアリング・研究開発、公共・行政、医療機関、卸売業・小売業・ 

専門店、不動産・賃貸で低い。 

（３）「質に関する成果」、「経営・市場に関する成果」、「人材・仕組みに関する成果」で 

は大きな差はない。 

 

４．２．４  業種の整理・変数化 

 ４．１節で考えた各モデル式の業種の分類については、ＴＱＭ導入・推進の困難さに違

いがあると思われる５つの項目 
 （１）非営利－営利 
 （２）国等からの資金援助に基づく運営－事業利益に基づく運営 

（３）独占－非独占 
（４）多くの一般の人を対象とする－特定の専門家を対象とする 
（５）人から人へ直接サービスを提供する－設備等を介し間接的にサービスを提供する 

を軸として業種の分類を行った。それぞれの軸について－１、０、＋１の３段階で数値化

した上で、回答頂いた３２組織のデータを用いて分散教分散行列に基づく主成分分析を行

った。結果の一部を表４．５、図４．５に示す。この解析より以下のことが分かった。 
 （１）第１主成分と第２主成分を用いることで業種による違いを表す５つの変数のパタ 

ーンの大部分を表すことができる。 
 （２）第１主成分は、非営利で国等からの資金援助に基づいて独占的に公共サービスを

提供しているものとそうでないものの違いを表している。 
 （３）第２主成分は、顧客と直接接することが多いか少ないかの違いを表している。 
 以上の結果を踏まえて、「業種」については 
 （１）多くの一般の人を対象とする（公共）－特定の専門家を対象とする（専門） 
（２）人から人へ直接サービスを提供する－設備等を介し間接的にサービスを提供する 

の２つによって数値化することとした。結果を表４．６に示す。 
 

表４．５ 業種の違いを表す変数を用いた主成分分析における因子負荷量 

 
第１主成分

（0.619） 

第２主成分 

（0.262） 

第３主成分

（0.073） 

非営利－営利 0.867 0.200 -0.312
国等からの資金援助－事業利益 0.942 -0.247 -0.009
独占－非独占 0.798 0.394 -0.356
公共性が高い－専門性が高い 0.915 -0.107 0.369
直接サービスを提供する－間接的にサービスを提供する 0.035 0.982 0.173
注１）（   ）内は寄与率を示す。 

注２）第１～第３主成分までの累積寄与率は 95.4％である。 
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図４．５ 業種の違いを表す変数の第１主成分、第２主成分の因子負荷量 
 

表４．６ 業種の違いの変数化 
 設備等を介し間接

的にサービスを提

供する（－１） 

どちらとも言えない
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情報技術 

 
４．３  解析結果 

 重回帰分析［８］を用いて４．１節で述べたモデルを当てはめた結果を表４．６～表４．

１１に示す。なお、有効な変数のみを式に取り込むよう、Ｆ値による変数選択を行った（Ｆ

≧2.0）。この解析より以下のことが分かった。 

（１） 重相関係数はステップごとに若干ばらつきがあるものの0.86～0.93と全体的に高く、

困難さの企業・組織による違いを、業種、ねらいとする成果、活動の評価、成果の評

価の４つを用いてよく説明できる。 

（２） 代表として選んだ業種の違いを示す２つの特性（人から人へ直接提供されるサー

ビスか設備や物を介するサービスか、多くの一般の人が利用するサービスか特定の専

門家が利用するサービスか）は、業種による困難さの違いを説明する上で有効であ
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る。全業種をおしなべて平均的に見れば、人から人へ直接提供されるサービスの方

が設備や物を介するサービスに比べて困難さが少ない。また、特定の専門家が利用す

るサービスの方が多くの一般の人が利用するサービスに比べて困難さが少ない。これ

は特定の顧客の価値観に基づいて重点化した活動を展開することが容易なためと考

えられる。 
（３） ねらいとする成果、特に「質に関する成果」をねらいとしているかどうかは、

困難さの違いを説明する上で重要である。平均的に見れば、「質に関する成果」、

「経営・市場に関する成果」をねらいとしているところは困難さが少ない（「④

成果の重要度付けに際しての困難さ」を除く）。これに対して、「人材・しくみ」

に関する成果をねらいとしているところは困難さが逆に増えている。 
（４） 活動の評価（レベル）、特に方針管理、日常管理、質の保証など「ＴＱＭの基幹

にかかわる活動」の評価、考え方・価値観など「ＴＱＭの実践にかかわる活動」

の評価は、困難さの違いを説明する上で重要である。平均的に見れば、「ＴＱＭの

基幹にかかわる活動」の評価が高いところほど困難さを感じている。これは導入時点

ではある程度やることが決まっているものの、先に進むに従って何を行うべきかの判

断が難しくなることを示していると考えられる。また、「ＴＱＭの実践にかかわる活

動」の評価が高いところほど困難さを感じていない。これは考え方や価値観の徹底を

はかり、推進の工夫をすることで、様々な活動の本質が理解され、スムーズに進むこ

とを示していると考えられる。 

（５） ねらいとする成果が出ているかどうかも困難さの違いを説明する上で重要である。

成果が出ているところほど困難さを感じる度合いが少ない。これは、成果を実感する

ことで、活動の方向性に対する確信が深まることによるものと考えられる。 

（６） すべての困難さの項目について、ねらいとする成果と業種、活動の評価と業種、成

果の評価と業種、の交互作用が有意となっている。回帰係数の大きさで見ると、交互

作用項の係数の絶対値は、ねらいとする成果、活動の評価、成果の評価の単独項の係

数の大きさと比べると、平均的に大きく、ある業種において困難さを緩和する対応策

が別の業種ではむしろ逆の効果を持つ。この傾向は、「③成果の評価に際しての困難

さ」、「⑦改善の必要な活動を見極める際の困難さ」、「⑧今後目指すべきレベルを決

める際の困難さ」、「⑨推進策を立案する際の困難さ」において特に顕著である。 

（７） （６）の効果の向きは①～⑨で一定しておらず、推進のステップ、業種によって困

難さを回避するための対策が異なる。ただし、設備や物を介するサービスでは成果が

出るほど困難さが少なくなる点、人から人へ直接提供されるサービス、多くの人を対

象とするサービスでは「ＴＱＭの基幹にかかわる活動」が進むほど困難さが少なくな

る点、活動に関わる困難さ（①活動の評価、⑦改善の必要な活動の見極め、⑧目指す

べきレベルの決定、⑨推進策の立案）については設備や物を介するサービス、多くの

人を対象とするサービスでは「質に関する成果」をねらいとする成果にしているとこ
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ろほど困難さが少ない点など、いくつかの共通性も見られる。 

 

表４．６ 「活動の評価」の困難さに関する回帰分析 
説明変数 回帰係数 ｔ値

定数項 4.203 4.04

業種 直接・間接 -3.552 -3.09

公共・専門 2.514 3.08

ねらいとする成果 質に関する成果をねらいとしている -1.800 -2.06

経営・市場に関する成果をねらいとしている -1.473 -4.70

人材・しくみに関する成果をねらいとしている 0.592 2.91

活動の評価 ＴＱＭの基幹にかかわる活動の評価 0.982 3.12

組織風土の醸成にかかわる活動の評価 -0.343 -2.22

ＴＱＭの実践にかかわる活動の評価 -0.827 -3.98

成果の評価 ねらいとする成果の評価 -0.498 -2.24

ねらいとする成果

×業種 

質に関する成果をねらいとしている×直接・間接 1.344 1.90

質に関する成果をねらいとしている×公共・専門 -1.798 -2.45

経営・市場に関する成果をねらいとしている×直接・間接 0.486 1.45

経営・市場に関する成果をねらいとしている×公共・専門 -0.660 -2.02

活動の評価×業種 ＴＱＭの基幹にかかわる活動の評価×直接・間接 -1.220 -3.63

組織風土の醸成にかかわる活動の評価×直接・間接 0.576 3.88

ＴＱＭの実践にかかわる活動の評価×直接・間接 0.816 3.40

成果の評価×業種 成果の評価×直接・間接 0.471 1.78

注）データ数＝32、重相関係数＝0.92、残差標準偏差＝0.442。 

 

表４．７ 「成果の評価」の困難さに関する回帰分析 
説明変数 回帰係数 ｔ値

定数項 2.773 3.13

業種 直接・間接 -4.278 -3.84

公共・専門 1.879 1.81

ねらいとする成果 経営・市場に関する成果をねらいとしている -1.120 -3.04

活動の評価 ＴＱＭの基幹にかかわる活動の評価 0.494 1.46

組織風土の醸成にかかわる活動の評価 0.317 1.66

ＴＱＭの実践にかかわる活動の評価 -0.841 -3.60

成果の評価 ねらいとする成果の評価 -0.689 -2.46

ねらいとする成果

×業種 

質に関する成果をねらいとしている×公共・専門 1.321 2.30

活動の評価×業種 ＴＱＭの基幹にかかわる活動の評価×公共・専門 -1.709 -4.46

顧客価値創造にかかわる活動の評価×直接・間接 -1.042 -2.88

組織風土の醸成にかかわる活動の評価×公共・専門 0.936 4.11

ＴＱＭの実践にかかわる活動の評価×直接・間接 1.647 4.57

成果の評価×業種 成果の評価×直接・間接 0.754 2.42

注）データ数＝32、重相関係数＝0.86、残差標準偏差＝0.607。 
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表４．８ 「成果の重要度付け」の困難さに関する回帰分析 
説明変数 回帰係数 ｔ値

定数項 -0.600 -0.79

ねらいとする成果 質に関する成果をねらいとしている 1.948 3.06

活動の評価 ＴＱＭの基幹にかかわる活動の評価 -0.844 -3.55

組織風土の醸成にかかわる活動の評価 0.434 2.25

ねらいとする成果

×業種 

質に関する成果をねらいとしている×直接・間接 -1.446 -2.08

経営・市場に関する成果をねらいとしている×公共・専門 -0.646 -1.46

人材・しくみに関する成果をねらいとしている×公共・専

門 

-1.047 -3.12

活動の評価×業種 ＴＱＭの基幹にかかわる活動の評価×直接・間接 -1.200 -2.82

顧客価値創造にかかわる活動の評価×直接・間接 -1.072 -2.62

顧客価値創造にかかわる活動の評価×公共・専門 -0.964 -2.56

組織風土の醸成にかかわる活動の評価×公共・専門 0.882 2.97

ＴＱＭの実践にかかわる活動の評価×直接・間接 1.883 5.39

成果の評価×業種 成果の評価×直接・間接 1.004 4.18

成果の評価×公共・専門 0.397 2.03

注）データ数＝32、重相関係数＝0.92、残差標準偏差＝0.611。 

 

表４．９ 「改善の必要な活動の見極め」の困難さに関する回帰分析 
説明変数 回帰係数 ｔ値

定数項 5.545 4.67

業種 直接・間接 -8.027 -5.53

公共・専門 8.493 6.86

ねらいとする成果 質に関する成果をねらいとしている -3.467 -3.42

人材・しくみに関する成果をねらいとしている 0.455 1.98

活動の評価 ＴＱＭの基幹にかかわる活動の評価 0.795 2.57

組織風土の醸成にかかわる活動の評価 0.285 1.61

ＴＱＭの実践にかかわる活動の評価 -1.024 -4.80

成果の評価 ねらいとする成果の評価 -0.913 -3.82

ねらいとする成果

×業種 

質に関する成果をねらいとしている×直接・間接 3.893 4.40

質に関する成果をねらいとしている×公共・専門 -1.792 -2.21

経営・市場に関する成果をねらいとしている×公共・専門 -0.541 -1.45

活動の評価×業種 ＴＱＭの基幹にかかわる活動の評価×公共・専門 -2.687 -6.18

顧客価値創造にかかわる活動の評価×直接・間接 -1.837 -5.93

顧客価値創造にかかわる活動の評価×公共・専門 0.963 3.53

ＴＱＭの実践にかかわる活動の評価×直接・間接 1.836 6.42

成果の評価×業種 成果の評価×直接・間接 1.289 4.31

注）データ数＝32、重相関係数＝0.93、残差標準偏差＝0.508。 
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表４．１０ 「目指すべきレベルの決定」の困難さに関する回帰分析 
説明変数 回帰係数 ｔ値

定数項 5.263 2.80

業種 直接・間接 -9.234 -3.98

公共・専門 6.422 3.24

ねらいとする成果 質に関する成果をねらいとしている -2.396 -1.52

人材・しくみに関する成果をねらいとしている 0.658 2.00

活動の評価 ＴＱＭの実践にかかわる活動の評価 -0.382 -1.79

成果の評価 ねらいとする成果の評価 -0.709 -2.27

ねらいとする成果

×業種 

質に関する成果をねらいとしている×直接・間接 3.604 2.41

質に関する成果をねらいとしている×公共・専門 -2.298 -1.76

人材・しくみに関する成果をねらいとしている×直接・間

接 

0.793 1.84

人材・しくみに関する成果をねらいとしている×公共・専

門 

-0.577 -1.50

活動の評価×業種 ＴＱＭの基幹にかかわる活動の評価×公共・専門 -2.127 -3.13

顧客価値創造にかかわる活動の評価×直接・間接 -1.731 -3.50

顧客価値創造にかかわる活動の評価×公共・専門 1.198 2.81

ＴＱＭの実践にかかわる活動の評価×直接・間接 0.917 2.20

成果の評価×業種 成果の評価×直接・間接 2.116 4.70

注）データ数＝32、重相関係数＝0.86、残差標準偏差＝0.807。 

 

表４．１１ 「推進策の立案」の困難さに関する回帰分析 
説明変数 回帰係数 ｔ値

定数項 -0.727 -0.93

業種 公共・専門 2.560 2.90

ねらいとする成果 人材・しくみに関する成果をねらいとしている 0.712 2.79

活動の評価 ＴＱＭの基幹にかかわる活動の評価 1.768 4.13

ＴＱＭの実践にかかわる活動の評価 -1.087 -3.65

成果の評価 ねらいとする成果の評価 -0.843 -2.87

ねらいとする成果

×業種 

質に関する成果をねらいとしている×直接・間接 1.169 2.02

経営・市場に関する成果をねらいとしている×直接・間接 -1.395 -3.70

活動の評価×業種 ＴＱＭの基幹にかかわる活動の評価×直接・間接 -2.714 -4.94

顧客価値創造にかかわる活動の評価×直接・間接 1.055 2.79

組織風土の醸成にかかわる活動の評価×直接・間接 -0.328 -1.48

ＴＱＭの実践にかかわる活動の評価×直接・間接 1.675 5.10

成果の評価×業種 成果の評価×直接・間接 0.526 2.14

成果の評価×公共・専門 -0.775 -2.96

注）データ数＝32、重相関係数＝0.88、残差標準偏差＝0.649。 
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５．困難さの克服策 

４章で得られたモデル式をもとに困難さを生じさせない活動の進め方を業種ごとにまと

めた。結果を表５．１～表５．６に示す。この表及び３．２で述べた「困難さについての

理由」についての記述をもとに各々の業種においてＴＱＭ推進における困難さを克服する

ための対策について検討した。 
 

表５．１ 業種ごとの困難さを生じない進め方（活動の評価） 
業種の分類及び業種 困難さを生じない活動の進め方 

直接人から人

へサービスを

提供する 

公共・行政、医療、 
教育、不動産・賃貸、 
ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ・研究開発、 
情報技術 

・ （困難さは相対的に低い） 

間接的にサー

ビスを提供す

る 

ガス・給水・電力、通信、

物流・倉庫 
・ 質に関する成果をねらいとする 
・ 経営・市場に関する成果をねらいとする 
・ 組織風土の醸成にかかわる活動のレベルアップをは

かる 
・ ＴＱＭの実践にかかわる活動のレベルアップをはか

る 
・ ねらいとする成果を出す 

多くの一般の

人を対象とす

る 

公共・行政、医療、 
ガス・給水・電力、通信 

・ 質に関する成果をねらいとする 
・ 経営・市場に関する成果をねらいとする 

特定の専門家

を対象とする 
ｴﾝｼﾞﾆｱﾆｱﾘﾝｸﾞ・研究開発、

情報技術、物流・倉庫 
・（困難さは相対的に低い）

中間的なもの 卸売業・小売業・専門店 ・ 質に関する成果をねらいとする 
・ 経営・市場に関する成果をねらいとする 
・ ねらいとする成果を出す 

 
表５．２ 業種ごとの困難さを生じない進め方（成果の評価） 

業種の分類及び業種 困難さを生じない活動の進め方 
直接人から人

へサービスを

提供する 

公共・行政、医療、 
教育、不動産・賃貸、 
ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ・研究開発、 
情報技術 

・ 顧客価値創造にかかわる活動の

レベルアップをはかる 
・ （困難さは相対的に低い） 

・ 経営・市場に関

する成果をね

らいとする 

間接的にサー

ビスを提供す

る 

ガス・給水・電力、通信 
物流・倉庫 

・ ＴＱＭの実践にかかわる活動の

レベルアップをはかる 
・ ねらいとする成果を出す 

多くの一般の

人を対象とす

る 

公共・行政、医療、 
ガス・給水・電力、通信 

・ ＴＱＭの基幹にかかわる活動の

レベルアップをはかる 

特定の専門家

を対象とする 
ｴﾝｼﾞﾆｱﾆｱﾘﾝｸﾞ・研究開発、

情報技術、物流・倉庫 
・ 質に関する成果をねらいとする 
・ 組織風土の醸成にかかわる活動

のレベルアップをはかる 
・ （困難さは相対的に低い） 

中間的なもの 卸売業・小売業・専門店 ・ ＴＱＭの実践に関する活動のレ

ベルアップをはかる 
・ ねらいとする成果を出す 
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（１）公共・行政 
この業種において平均的に最も困難な点は、「成果の重要度付け」と「成果の評価」に際

してのものである。これらの困難さを克服するためには、表５．３および表５．２より 
• 経営・市場に関する成果をねらいとする 
• ＴＱＭの基幹にかかわる活動のレベルアップをはかる 
• 顧客価値創造にかかわる活動のレベルアップをはかる 

 
表５．３ 業種ごとの困難さを生じない進め方（成果の重要度付け） 
業種の分類及び業種 困難さを生じない活動の進め方 

直接人から人

へサービスを

提供する 

公共・行政、医療、 
教育、不動産・賃貸、 
ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ・研究開発、 
情報技術 

・ ＴＱＭの基幹にかかわる活動のレベルアップをはか

る 
・ 顧客価値創造にかかわる活動のレベルアップをは

かる 
間接的にサー

ビスを提供す

る 

ガス・給水・電力、通信 
物流・倉庫 

・ ＴＱＭの実践にかかわる活動のレベルアップをは

かる 
・ ねらいとする成果を出す 

多くの一般の

人を対象とす

る 

公共・行政、医療、 
ガス・給水・電力、通信 

・ 経営・市場開拓に関する成果をねらいとする 
・ 人材・しくみに関する成果をねらいとする 
・ 顧客価値創造にかかわる活動のレベルアップをはか

る 
特定の専門家

を対象とする 
ｴﾝｼﾞﾆｱﾆｱﾘﾝｸﾞ・研究開発 
情報技術、 
物流・倉庫 

・ 組織風土の醸成にかかわる活動のレベルアップをは

かる 
・ ねらいとする成果を出す 

中間的なもの 卸売業・小売業・専門店 ・ ＴＱＭの基幹にかかわる活動のレベルアップをはか

る 

 
表５．４ 業種ごとの困難さを生じない進め方（改善の必要な活動の見極め） 

業種の分類及び業種 困難さを生じない活動の進め方 
直接人から人

へサービスを

提供する 

公共・行政、医療、 
教育、不動産・賃貸、 
ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ・研究開発、 
情報技術 

・ 顧客価値創造にかかわる活動のレベルアップをはか

る 
・ （困難さは相対的に低い） 

間接的にサー

ビスを提供す

る 

ガス・給水・電力、通信 
物流・倉庫 

・ 質に関する成果をねらいとする 
・ ＴＱＭの実践にかかわる活動のレベルアップ

をはかる 
・ ねらいとする成果を出す 

多くの一般の

人を対象とす

る 

公共・行政、医療、 
ガス・給水・電力、通信 

・ 質に関する成果をねらいとする 
・ 経営・市場に関する成果をねらいとする 
・ ＴＱＭの基幹にかかわる活動のレベルアップ

をはかる 
特定の専門家

を対象とする 
ｴﾝｼﾞﾆｱﾆｱﾘﾝｸﾞ・研究開発、

情報技術、物流・倉庫 
・ 顧客価値創造にかかわる活動のレベルアップ

をはかる 
・ （困難さは相対的に低い） 

中間的なもの 卸売業・小売業・専門店 ・ 質に関する成果をねらいとする 
・ ＴＱＭの実践にかかわる活動のレベルアップをはか

る 
・ ねらいとする成果を出す 



  31

のがよい。 
（２）医療機関 

この業種において平均的に最も困難な点は、「改善の必要な活動の見極め」と「活動の評

価」に際してのものである。これらの困難さを克服するためには、表５．４および表５．

１より 
 

表５．５ 業種ごとの困難さを生じない進め方（今後目指すべきレベルの決定） 
業種の分類及び業種 困難さを生じない活動の進め方 

直接人から人

へサービスを

提供する 

公共・行政、医療、 
教育、不動産・賃貸、 
ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ・研究開発、

情報技術 

・ 顧客価値創造にかかわる活動のレベルアップをはかる 
・ （困難さは相対的に低い） 

間接的にサー

ビスを提供す

る 

ガス・給水・電力、通信

物流・倉庫 
・ 質に関する成果をねらいとする 
・ ＴＱＭの実践にかかわる活動のレベルアップをは

かる 
・ ねらいとする成果を出す 

多くの一般の

人を対象とす

る 

公共・行政、医療、 
ガス・給水・電力、通信

・ 質に関する成果をねらいとする 
・ ＴＱＭの基幹にかかわる活動のレベルアップをは

かる 
特定の専門家

を対象とする 
ｴﾝｼﾞﾆｱﾆｱﾘﾝｸﾞ・研究開発

情報技術、 
物流・倉庫 

・ 顧客価値創造にかかわる活動のレベルアップを

はかる 
・ （困難さは相対的に低い） 

中間的なもの 卸売業・小売業・専門店 ・ 質に関する成果をねらいとする 
・ ＴＱＭの実践にかかわる活動のレベルアップをはかる 
・ ねらいとする成果を出す 

 
表５．６ 業種ごとの困難さを生じない進め方（推進策の立案） 

業種の分類及び業種 困難さを生じない活動の進め方 
直接人から人

へサービスを

提供する 

公共・行政、医療、 
教育、不動産・賃貸、 
ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ・研究開発、

情報技術 

・ 経営・市場に関する成果をねらいとする 
・ ＴＱＭの基幹にかかわる活動のレベルアップをはかる 
・ 組織風土の醸成にかかわる活動のレベルアップをはか

る 

間接的にサー

ビスを提供す

る 

ガス・給水・電力、通信

物流・倉庫 
・ 質に関する成果をねらいとする 
・ 顧客価値創造にかかわる活動のレベルアップをは

かる 
・ ＴＱＭの実践にかかわる活動のレベルアップをは

かる 
・ ねらいとする成果を出す 

多くの一般の

人を対象とす

る 

公共・行政、医療、 
ガス・給水・電力、通信

・ ねらいとする成果を出す 

特定の専門家

を対象とする 
ｴﾝｼﾞﾆｱﾆｱﾘﾝｸﾞ・研究開発

情報技術、 
物流・倉庫 

・ （困難さは相対的に低い） 

中間的なもの 卸売業・小売業・専門店 ・ ＴＱＭの実践にかかわる活動のレベルアップをはかる 
・ ねらいとする成果を出す 
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• 質に関する成果をねらいとする 
• 経営・市場に関する成果をねらいとする 
• ＴＱＭの基幹にかかわる活動のレベルアップをはかる 
• 顧客価値創造にかかわる活動のレベルアップをはかる 

のがよい。 
（３）教育サービス 
この業種において平均的に最も困難な点は、「推進策の立案」、「活動の評価」に際しての

ものである。前者の困難さを克服するためには、表５．６より 
• 経営・市場に関する成果をねらいとする 
• ＴＱＭの基幹にかかわる活動のレベルアップをはかる 
• 組織風土の醸成にかかわる活動のレベルアップをはかる 

のがよい。 
（４）ガス・給水・電力 
この業種は平均的に、「活動と成果の関連づけ」、「活動の評価」、「目指すべきレベルの

決定」などが相対的に問題となっている。後者の二つについて言えば、これらに際しての

困難さを克服するためには、表５．１および表５．５より 
• 質に関する成果をねらいとする 
• ＴＱＭの実践にかかわる活動のレベルアップをはかる 
• ねらいとする成果を出す 

のがよい。 
（５）通信 

この業種において平均的に最も困難な点は、「目指すべきレベルの決定」である。この困

難さを克服するためには、表５．５より 
• 質に関する成果をねらいとする 
• ＴＱＭの基幹にかかわる活動のレベルアップをはかる 
• ＴＱＭの実践にかかわる活動のレベルアップをはかる 
• ねらいとする成果を出す 

のがよい。 
（６）輸送・倉庫 
この業種において平均的に最も困難な点は、「活動の評価」である。この困難さを克服す

るためには、表５．１より 
• 質に関する成果をねらいとする 
• 経営・市場に関する成果をねらいとする 
• 組織風土の醸成にかかわる活動のレベルアップをはかる 
• ＴＱＭの実践にかかわる活動のレベルアップをはかる 
• ねらいとする成果を出す 
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のがよい。 
（７）卸売業・小売業・専門店 
この業種において平均的に最も困難な点は、「関連の強さの評価」、「成果の重要度付け」

である。後者についての困難さを克服するためには、表５．３より 
• ＴＱＭの基幹にかかわる活動のレベルアップをはかる 

のがよい。 
（８） 不動産・賃貸 
この業種において平均的に最も困難な点は、「成果の重要度付け」、「活動の評価」である。

これらの困難さを克服するためには、表５．３、表５．１より 
• ＴＱＭの基幹にかかわる活動のレベルアップをはかる 
• 顧客価値創造にかかわる活動のレベルアップをはかる 

のがよい。 
（９） 情報技術・エンジニアリング・研究開発・その他の専門的サービス 
この業種において平均的に最も困難な点は、「成果の重要度付け」である。この困難さを

克服するためには、表５．３より 
• ＴＱＭの基幹にかかわる活動のレベルアップをはかる 
• 顧客価値創造にかかわる活動のレベルアップをはかる 
• 組織風土の醸成にかかわる活動のレベルアップをはかる 
• ねらいとする成果を出す 

のがよい。 
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６．結論と今後の発展 

本研究では、サービス分野・非営利分野組織におけるＴＱＭ導入・推進の困難さについ

て、「自己評価・診断結果に基づく推進策の立案」というプロセスを追って調査し、これら

の困難さが業種や活動の状況・進め方によってどのように変わるのか明らかにすることを

試みた。 

結果として、各々の企業・組織が感じているＴＱＭ推進の困難さを、活動や成果の状況、

ねらいとする成果、および業種の種類、すなわち直接人から人へ提供されるものかどうか、

対象が多くの一般の人か特定の専門家かによってある程度説明できること、業種によって

その困難さを克服するための対策が異なることなどが分かった。 

 今後の課題としては、同様の調査をより広い範囲で行い、得られた結果の一般性を確認

するとともに、サービス分野・非営利分野組織の規模やＴＱＭ導入・推進の状況を考慮に

入れたＴＱＭ導入・推進の困難さを明らかにし、その克服策を検討することが残されてい

る。 
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付録１ 業種別ＴＱＭ評価・診断法 

（公共・行政編） 



レベル１(低い） レベル2 レベル３（普通） レベル４ レベル５（高い） 評価

計
画

組織の
計画活
動にど
れだけ
関与して
いるか

トップは組織の計画策定に関与し
ておらず、担当者に任せている。

トップは資源配分など関心のある
事項の計画策定に部分的に関与
している。

トップは人、設備、情報、技術な
どの行政運営基盤にかかわる中
長期計画、年度業務計画の策定
に関与している。ただし、自分が
先頭にたって計画策定を進める
までにはなっていない。

トップは行政運営基盤にかかわる
中長期計画､年度業務計画の策
定に積極的に関与し､計画策定
の先頭に立っている。ただし、トッ
プの役割の認識が十分でなく、長
期的な行政運営計画・政策の策
定段階で適切なコミットが行えて
いない。

トップは行政運営基盤にかかわる
中長期計画､年度業務計画の策
定に積極的に関与し､計画策定
の先頭に立っている。また、トップ
の役割を認識し、長期的な行政
運営計画・政策の策定段階で適
切にコミットしている。

実
施

計画の
実行に
どれだけ
関与して
いるか

トップは計画の実施段階、すなわ
ち方策の策定および実施に関与
しておらず、担当者に任せてい
る。

トップは方策の策定に部分的に
関与しているが、方策の実施のプ
ロセスに関心を払うことが少なく、
計画との乖離を早期に把握でき
ていない。

トップは方策の策定に関与すると
ともに、方策の実施のプﾟロセスに
関心を払っている。ただし、方策
の策定段階で必要な部門間の調
整を行えていない。また、計画と
の乖離を把握するのが後れ、対
策の実行が遅れる場合が少なく
ない。

トップは方策の策定に積極的に
関与し、必要な部門間の調整を
行っている。また、計画通りに実
施されているかどうかを重要管理
項目でみており、計画との乖離が
生じた場合、直ちに対策を実行
している。ただし、計画の実施に
おいて何がネックとなっているか
の理解が十分でなく、効果のある
対策が行えていない場合がある。

トップは方策の策定に積極的に
関与している。また、計画との乖
離が生じた場合の把握、状況認
識も的確であり、直ちに必要な対
策を実行し、効果を得ている。

評
価
・
改
善

組織の
評価・改
善活動
にどれ
だけ関
与してい
るか

トップは組織の評価・改善活動に
関与しておらず、担当者にまかせ
ている。

トップは年度末や期末に結果の
報告を受ける程度である。

トップは定期的に結果の報告を
受け、改善活動に対する意向を
伝えている。ただし、あくまでも受
け身である。また、原因追及や改
善策の検討には積極的に関わっ
ていない。

トップは節目ごとに会議体・書類
等によって計画の実施状況を把
握するとともに、部門長診断など
を行い、組織の問題を積極的に
把握しようとしている。また、これ
らにおいて明らかとなった問題点
の改善に積極的に関与してい
る。ただし、トップ自らが改善活動
の先頭に立つところまでは至って
いない。

トップは部門長診断などを行い、
組織の問題点を積極的に把握し
ている。また、組織がかかえる根
本的な問題に対処するためのプ
ロジェクトをリードするなど、自ら
が改善活動の先頭に立ってい
る。（注２）

問題意
識が共
有化さ
れている
か

組織の職員は現在の仕事に問題
意識を持っておらず、従来の延
長で仕事をしている。

一部の職員は問題意識を持って
いるが、他の大多数は関心がな
い。

組織の職員は問題意識を持って
いるが、関心がばらばらである。

大部分の組織の職員はある程度
統一された問題意識を持ってお
り、新しい課題に取り組んでい
る。ただし、一部の職員が無関心
であったり、進むべき方向に対す
る若干の認識の相違が見られる。

組織の職員は共通の問題意識を
持っており、全組織一丸となって
新しい課題に挑戦している。

付録１　活動要素の細目の段階尺度

（注２）　ここで言う「部門長診断」とは、部門長がやっていることの診断である。

（注１）　ここで言う「トップ」とは、評価の対象としている組織・活動の実質上の責任者を指す。

【ステップⅠ】評価シート　１．１　トップのリーダーシップ

活
動
の
内
容

活
動
の
効
果



レベル１(低い） レベル2 レベル３（普通） レベル４ レベル５（高い） 評価

計
画

ビジョ
ン・戦略
の内容
がよいか

短期的な（１～３年の）行政運営
計画は立てられているが､組織の
社会的使命・理念、ビジョンが明
示されていないため職員は将来
に不安を感じている。

組織の使命・理念、ビジョンを定
めているが、他の行政機関と違っ
た独自性のあるものになっていな
い。また、役員・職員の意思が反
映できる体制の中でビジョンの策
定が行われておらず、職員みん
なが共感できる内容となっていな
い。

特徴のある、職員みんなが共感
できる組織の使命・理念、ビジョ
ンを定めている。ただし、これらを
踏まえて、組織のめざすべき方向
と事業領域を明確にできていな
い。

組織の使命・理念、ビジョンを明
確にし、これらを踏まえて、組織
のめざすべき方向と事業領域を
定めている。ただし、事業戦略の
策定にあたって、組織のおかれて
いる環境（経済動向、社会・産業
構造の変化等）、各々の事業分
野の発展の可能性と行政機関の
中における自分のポジション、自
分の行政運営能力などの分析が
必ずしも適切に行われていない。

組織の使命・理念、ビジョンを明
確にし、これらを踏まえて、組織
のめざすべき方向と事業領域を
定めている。また、事業戦略の策
定にあたって、組織のおかれて
いる環境（経済動向、社会・産業
構造の変化等）、各々の事業分
野の発展の可能性と行政機関の
中における自分のポジション、自
分の行政運営能力・人的資源な
どの分析を適切に行っている。

実
施

ビジョ
ン・戦略
に基づく
活動が
展開さ
れている
か

ビジョン・戦略がお題目・スローガ
ンになっており、それに基づく活
動がほとんど実行されない

年度方針などの計画策定の場に
おいてビジョン・戦略が考慮され
ているが、これらと策定されている
計画との結びつきはそれほどつ
よくない。

年度方針などの計画策定の場に
おいてビジョン・戦略が考慮さ
れ、これらに沿った計画が作られ
ている。ただし、行政運営計画と
研究開発計画が整合していない
など、ビジョン・戦略によって様々
な計画が統合されるまでには至っ
ていない。

ビジョン・戦略に基づいて、行政
運営計画、研究開発計画などの
整合がはかられている。ただし、
個々の職員が取り組んでいる課
題とビジョン・戦略の結びつきは
必ずしも明確でない。

日常のあらゆる組織活動の中で
ビジョン・戦略が活用され､それら
の実現に向かった活動が実行さ
れている。

評
価
・
改
善

ビジョ
ン・戦略
の見直
しが行わ
れている
か

ビジョン・戦略の見直しが行われ
ていない。

定期的にビジョン・戦略の見直し
を行っているが、ビジョン・戦略に
基づく活動の実施状況、行政運
営環境・地域・社会の変化が把握
なされないため、形式的な見直し
となっている。

ビジョン・戦略に基づく活動の実
施状況、行政運営環境・地域・社
会の変化などに基づいて定期的
にビジョン・戦略の見直しを行っ
ている。ただし、計画的な情報の
収集、科学的手法を用いた分析
が行われていないために、問題を
明らかにできていない。

ビジョン・戦略に基づく活動の実
施状況、行政運営環境・地域・社
会の変化などに基づいて定期的
にビジョン・戦略の見直しを行っ
ている。また、計画的な情報の収
集・科学的な手法による分析を
通して問題を明らかにする努力
が行われている。

ビジョン・戦略に基づく活動の実
施状況、行政運営環境・地域・社
会の変化などに基づいて定期的
にビジョン・戦略の見直しを行っ
ている。また、計画的な情報の収
集・分析を通して問題を把握し、
ビジョン・戦略の改訂をタイミング
よく行っている。

行政運
営環境
や地域・
社会の
変化に
対応した
事業分
野の継
続的な
再編・開
拓ができ

行政運営環境や地域・社会の変
化に対応できておらず、従来の
仕事の領域から抜け出せていな
い。

部分的に行政運営環境や地域・
社会の変化に対応する努力が行
われているが、組織的な取り組み
になっていない。

行政運営環境や地域・社会の変
化に応じた短期的な課題の解決
ははかられているが、長期的な視
点からの取り組みはなされていな
い。職員のやる気は高くなってい
る。

 ビジョン・戦略に基づいて、行政
運営環境や地域・社会の変化に
応じた事業分野再編・開拓のた
めの継続的な取り組みがなされ
ており、組織の長期的発展が予
見される。トップ･職員の士気もた
かい。

ビジョン・戦略に基づく活動によっ
て、行政運営環境や地域・社会
の変化に応じた事業分野の再
編・開拓が継続的に実現できて
いる。変化に対応する挑戦的な
姿勢、長期的な視野に立ったもの
の考え方が全職員にいきわたっ
ている。

（注１）　ここで言う「トップ」とは、評価の対象としている組織・活動の実質上の責任者を指す。

【ステップⅠ】評価シート　１．２　組織のビジョンと事業戦略

活
動
の
内
容

活
動
の
効
果



レベル１(低い） レベル2 レベル３（普通） レベル４ レベル５（高い） 評価

計
画

組織の
構造が
効果的・
効率的
なものか

各部門の責任･権限や評価尺度
が不明確など組織運営の基本事
項が整備されていない。

各部門の責任･権限や部門業務
の評価尺度の設定など組織運営
の基本事項を整備する努力をし
ているが、問題が散見される。

行政運営計画を実現するために､
部門の責任･権限の明確化、部
門業務の評価尺度の設定など組
織運営の基本事項が整備されて
いる。

部門の責任･権限の明確化、部
門業務の評価尺度の設定など組
織運営の基本事項が整備されて
おり、その上で、ﾍﾞﾝﾁﾏｰｷﾝｸﾞの
実施による組織構造の改善、地
域住民の組織構造に関する満足
度把握、組織構造のフラット化な
ど、地域住民、地域・社会の期待
への対応や行政運営計画の実
現に向け､効率的で効果的な組
織構造を模索している。

ﾍﾞﾝﾁﾏｰｷﾝｸﾞの実施による組織構
造の改善、組織構造に関する地
域住民の満足度把握、組織構造
のフラット化などを積極的に行っ
ており、地域住民、地域・社会の
期待への対応や行政運営計画
の実現に向け､効率的で効果的
な組織構造を実現している。

実
施

組織が
効果的・
効率的
に運営
されてい
るか

各部門が自部門の役割･責任を
果たしていない。

部門責任者間で自部門の責任・
権限の遂行ならびに評価メジャー
の達成状況にバラツキがあり、行
政運営の目標の達成に向けて自
部門の役割を果たせていない部
門が少なくない。

部門責任者は自部門の責任･権
限の遂行ならびに評価メジャーの
達成に意欲をもって確実な部門
管理を行っており、行政運営の目
標達成に向けて各部門が自部門
の役割を確実に果たしている。

部門責任者は責任･権限の遂行
意欲をもって評価メジャーに基づ
く確実な部門管理を行っており、
行政運営の目標達成に向けて各
部門が自部門の役割を確実に果
たしている。会議体や委員会の
効果的運用など部門間連携をス
ムーズにする努力がはらわれて
いる。

プロジェクト的活動、会議体や委
員会の効果的運用などを通して
管理統括部門と各実施部門の連
携をはじめ各部門間の連携がは
かられ、組織運営が効率的･効果
的に実施されている。

評
価
・
改
善

組織の
構造、運
営方法
の見直
しが行わ
れている
か

組織とその運営に関する見直し
を行っていない。

環境変化、行政運営の目標の達
成状況を勘案し､定期的に組織
ならびにその運営方法の見直し
を実施しているが、行政運営の目
標と部門目標の達成度の把握が
弱く、問題点を明らかにできてい
ない。

環境変化、行政運営の目標の達
成状況、行政運営の目標と部門
目標の達成度の関係を勘案し､
定期的に組織ならびにその運営
方法の見直し・改善を実施してい
る。ただし、改善のスピードが遅
く、環境変化の予兆や行政運営
の目標の達成度の予測に基づく
事前の対応ができていない。

環境変化の兆候、行政運営の目
標の達成度の予測などに基づき､
組織の潜在的な問題点を把握
し、事前に組織やその運営を改
善する努力が払われている。

環境変化の兆候、行政運営の目
標の達成度の予測などに基づき､
組織の潜在的な問題点を把握
し、事前に組織やその運営の改
善を的確に実施している。問題
点把握の質的レベルも高く、改
善のスピードも早い。

組織が
効果的・
効率的
にその
役割を
果たして
いるか

組織の構造ならびにその運営に
問題があり、各部門ごとに見て
も、組織全体として見てもその役
割を果たすことができていない。

各部門は各々の役割を一部果た
せていない状況にある。

各部門は各々の役割を効果的・
効率的に果たせているが、組織
全体はその役割を一部果たせて
いない状況にある。

各部門として見ても、組織全体と
して見てもその役割をある程度効
果的・効率的に果たしている。た
だし、組織の役割と各部門の役
割の関係が一部曖昧となってい
る。

適切な組織の構造とその運営に
より、各部門がその役割を効果
的・効率的に果たしているだけで
なく、組織全体の役割に大いに
貢献している。

（注２）　ここで言う「ベンチマーキング」とは、同様のサービスを行っている企業・組織の中で、優良企業・組織として目標とされいることを指す。

（注１）　ここで言う「トップ」とは、評価の対象としている組織・活動の実質上の責任者を指す。

【ステップⅠ】評価シート　１．３　組織構造とその運営

活
動
の
内
容

活
動
の
効
果



レベル１(低い） レベル2 レベル３（普通） レベル４ レベル５（高い） 評価

計
画

年度方
針の内
容、策
定・展開
のしくみ
がよいか

年度方針の策定のしくみが整備
されていない

年度方針策定のしくみはあるが、
方針が単なる従来の活動の延長
や羅列的な努力目標となってい
る。

前年度の反省や長中期の政策
に基づいて年度方針を定めてい
る。ただし、目標項目や目標値に
は妥当でないものが一部見られ
る。また、年度方針－部門方針
－業務実施計画という管理体系
はあるが、部門間のすりあわせが
適切に行われておらず、年度方
針と部門方針、部門方針間に不
整合が見られる。また、下位にい
くにしたがって具体的になってい
ないものもある。

前年度の反省や長中期の政策に
基づいて挑戦的で達成可能な年
度方針が定められている。また、
年度方針の展開における部門間
のすりあわせが適切に行われて
おり、年度方針と部門方針、部門
方針と実施計画が整合したものと
なっている。また、展開がすすむ
についれてより具体的なものと
なっている。

年度方針が行政運営環境の変
化、組織の強み・弱みの十分な分
析に基づいて作られており、年度
方針と長中期の政策、年度方針
と各部門における重点活動とが
密接に関連している。また、関係
部門、各層間のキャッチボールも
活発に行われており、問題点の
相互理解を通して新たな発想が
生み出されている。

実
施

実施計
画の内
容、実施
計画を
遂行す
るしくみ
がよい
か、計画
通り実施
されてい
るか

具体的な実施計画が明確でな
く、実施もされていない。

年度方針を実施するための具体
的な実施計画が作成されている
が、実施担当者、実施期日が明
確になっていないものある。計画
通り行われていないものが多い。

年度方針を実施するための具体
的な実行計画が作成されてお
り、実施担当者、実施期日が明
確にされている。職位ごとの管理
項目・点検項目が設定されてお
り、計画からの乖離を早期に把握
する工夫がされている。ただし、
管理外れに対して放置されてい
る場合もあり、一部計画通り実施
できていないものもある。

浸透ための説明会やﾒディｱの活
用など年度方針の展開・実施計
画の策定を支援する工夫がされ
ている。また、年度方針を実現す
るための具体的な実施計画が作
成されるとともに、実施状況の目
で見る管理などが行われ、計画
からの乖離に対して迅速な対応
がとられている。

年度方針を実現するための具体
的な実施計画の作成にあたっ
て、発生する可能性のある問題
点が予測され、それらを考慮した
実施計画および実施状況の
チェック・フォローの体制が工夫
されている。実施計画はほぼ」計
画通り達成できている。

評
価
・
改
善

期末の
反省の
内容、反
省を行う
しくみが
よいか
（方針管
理の見
直しも含
む）

期末の反省が組織的に行われて
いない。

期末の反省を行っているが、年度
方針の達成度や実施計画の実
施状況を見ているだけで、未達
成なものについてその原因を解
析していない。

期末の反省において、年度方針
の達成度や実施計画の実施状
況をチェックし、未達成の場合に
はその原因を解析している。ただ
し、それらの総合的な解析が行わ
れておらず、個別の対策を検討
するに留まっている。また、各々
の部門における将来の課題を検
討しているが、それらの結果を集
約し、組織の弱みを明らかにする
までに至っていない。

期末の反省において、年度方針
の達成度や実施計画の実施状況
をチェックし、未達成の場合には
関連する他の方針や実施計画の
達成状況・実施状況を合わせて
総合的に分析し、方針管理上の
問題点を明らかにしている。ま
た、各々の部門における課題の
検討結果を集約し、組織の弱み
を明らかにしている。

期末の反省の結果に基づいて、
次年度の年度方針が適切に設
定されている。また、方針管理の
やり方に関する工夫・改善が行わ
れ、新しい方針管理のしくみが生
み出されている。

年度方
針が達
成されて
いるか、
方針は
挑戦的
なものか

年度方針で設定されている目標
の達成状況が悪い（半数以上が
未達成）。

年度方針で設定されている目標
をほぼ達成している（７割程度が
達成）が、達成しようとしている目
標の中には従来の延長でしかな
いものも数多く含まれている。

年度方針で設定されている目標
がほぼ達成している（７割程度）。
達成しようとしている目標も妥当
である。

年度方針で設定されている目標
を達成している（９割程度が達
成）。達成しようとしている目標は
妥当なものである。

年度方針で設定されている目標
を達成している（９割程度）。達成
しようとしている目標は挑戦的な
ものである。

【ステップⅠ】評価シート　１．４　方針管理

活
動
の
内
容

活
動
の
効
果



レベル１(低い） レベル2 レベル３（普通） レベル４ レベル５（高い） 評価

計
画

行政の
質の保
証のね
らい、行
政の質
の保証
のしくみ
がよいか

組織としての行政の質の保証の
ねらいがあいまいとなっている。
行政の質の保証体系はあるが、
不具合の発生防止や苦情の対
応体制が十分でない。

行政の質の保証の全体的な方
針・目標を定められているが、
個々の行政の質の保証活動との
関連は曖昧となっている。不具合
の発生や地域住民の苦情に対
応する体制が整っているが、行
政の質の保証体系のステップごと
の保証項目、保証方法、保証活
動が曖昧となっており行政の質作
り込みの取り組みはほとんどされ
ていない。

行政の質の保証の方針・目標が
展開され、個々の行政の質の保
証活動との関連付けられている。
行政の質の保証体系のステップ
ごとの保証項目、保証方法、保
証活動が定められており、各ス
テップごとに行政の質が作り込ま
れているかどうかの評価が行われ
ている。

地域住民の期待・ニーズに基づ
いて行政の質の保証の方針・目
標が定められている。企画から
サービス提供までの一貫した行
政の質の保証体系が確立されて
おり、その中で行政の質の作り込
み活動が重要な活動として位置
づけられ、制度化されている。

地域住民の期待・ニーズに合っ
たサービス・制度・施設等を提供
することを基本とした行政の質の
保証体系が確立されている。その
中で新サービス・新制度・新施設
等の開発、研究開発などの創造
的活動が重要な要素として位置
づけられている。新サービス・新
制度・新施設等、重要な既存の
サービス・制度・施設等を区分し、
各々の特徴に応じた重点的な行
政の質の保証活動を行ってい
る。

実
施

行政の
質の保
証がしく
み通り実
施されて
いるか

役割・責任が曖昧となっており、
計画通り行政の質の保証活動が
行われていない場合が少なくな
い。

役割・責任を決めているが、曖昧
となっている部分も多い。教育訓
練を行っているが、応急的な対
策のために行っていることが多
い。

各人は自己の役割・責任を認識
している。標準類の整備や教育
訓練が計画・実施されている。た
だし、各々の標準の重要性や教
育訓練の必要性については曖昧
となっており、計画通り実施されて
いない場合が見られる。

標準類の整備や教育訓練が計
画・実施されており、各々の標準
の重要性や教育訓練の必要性
についても明確になっている。た
だし、行政の質の保証活動が計
画通り実施されていない状況に
ついては必ずしも十分把握でき
ていない。

各人は目標や自己の役割・責任
を十分認識し活動している。重要
な活動については標準類が整備
され、必要な教育訓練が計画的
に行われている。管理者は管理
項目のチェックや内部監査等に
よって行政の質の保証活動の実
施状況を的確に把握しており、
必要な処置を遅滞なく取ってい
る。

評
価
・
改
善

行政の
質の保
証のね
らい、し
くみの見
直しが
行われ
ているか

行政の質の保証に関する活動の
体系だった評価・改善は実施し
ていない。発生している問題の対
策は各々の部門の担当者にまか
されている。

発生した行政の質の問題に対す
る個別の解析・対策が行われて
いるが、応急対策に終わっている
ものが多い。行政の質の問題を
集約しているが、単なる集計に終
わっている。

発生した行政の質の問題を組織
として議論するための機会（会
議)が定期的に設けられており、
解析・再発防止策についての検
討が行われている。ただし、あくま
でも個別の改善に留まっており、
類似の問題への水平展開等はか
ならずしも適切に行われていな
い。

発生した行政の質の問題を個別
に解析・対策するだけでなく、
チェックリスト化して、他のサービ
スやサービス提供プロセスに同様
の問題がないかを検討するなど
水平展開のための活動、行政の
質の保証の方針・目標の見直し
が行われている。

行政の質の保証に関わる問題を
総合的に分析し、組織の行政の
質の保証活動の弱みを明らかに
している。また、これに基づいて
行政の質の保証の新しいしくみ
を工夫している。

不具合
や苦情
が減っ
ているか

不具合や苦情の減少が見られな
い。

個々の行政の質の問題について
は改善が見られるものもあるが、
全体的には不具合・苦情は減っ
ていない。

行政の質の保証活動による不具
合や苦情の減少が認められる。

既存のサービス・制度・施設等に
ついては不具合や苦情の大幅な
低減を達成している（あるいは行
政機関の中でトップのレベルを維
持している）。ただし、新サービ
ス・新制度・新施設等についての
不具合・苦情が少なくない。

新サービス・新制度・新施設等を
含め、不具合や苦情の大幅な改
善を達成している（あるいは行政
機関の中でトップのレベルを維持
している）。

【ステップⅠ】評価シート　２．１　組織横断的な行政の質の保証活動

活
動
の
内
容

活
動
の
効
果



レベル１(低い） レベル2 レベル３（普通） レベル４ レベル５（高い） 評価

計
画

サービス
提供プ
ロセスの
設計・管
理のしく
みはよ
いか（行
政の質
の保証
から見た
ねらいも
含む）

サービス提供プロセスの設計とい
う考え方がなく、試行錯誤の末に
仕事のやり方が決まっている。

設備など、サービス提供プロセス
の一部分について設計を行って
いる。設計はもっぱら固有技術的
な観点から検討されている。

サービス提供プロセスの計画な
どを含めた全体的なプロセスの
設計を行っている。ＱＣ工程表等
を用いてサービス提供プロセスの
管理項目、管理体制を定めてい
る。ただし、これらの設計や計画
の事前の検討は十分行われてい
ない。

サービス提供プロセスの設計や
管理計画の事前検討が積極的
に行われ、これらの活動において
デザインレビュー等が適切に活用
されている。

サービス提供プロセスの設計段
階でサービス提供プロセスの計
画、サービス提供プロセスの管理
計画などを行っており、サービス
提供プロセスの質的能力調査、
サービス提供プロセスのＦＭＥＡ
等を活用して事前の問題の洗い
出し・対策を徹底して行ってい
る。必要な標準類の整備、教育訓
練、初期流動管理の体制につい
ても検討・計画している。

実
施

サービス
提供プ
ロセスは
計画通り
実施さ
れている
か

サービス提供プロセスの実施・管
理は担当者まかせになっている。

サービス提供プロセスの実施状
況・管理状況は把握しているが、
手順通り行われていないことが多
い。

必要な標準類、職員に対する教
育訓練が計画的に行われてお
り、サービス提供プロセスはほぼ
手順通り実施されている。ただ
し、工数に対する配慮が十分で
なく、検査を省略したり、発見した
異常が放置されている場合があ
る。

必要な標準類、職員に対する教
育訓練が計画的に行われてお
り、必要な工数に対する配慮もな
されている。サービス提供プロセ
スは手順通り実施されている。た
だし、このような状況を新サービ
ス・新制度・新施設等の立ち上が
り直後から達成できていない。

必要な標準類、職員に対する教
育訓練が計画的に行われてお
り、必要な工数に対する配慮もな
されている。サービス提供プロセ
スは手順通り実施されている。ま
た、このような状況を新サービス・
新制度・新施設等の立ち上がり
直後から実現できている。

評
価
・
改
善

サービス
提供プ
ロセスお
よび設
計・管理
のしくみ
の見直
し・改善
が行わ
れている
か

サービス提供プロセスの結果、実
施状況・管理状況についてデー
タを集めていない。

サービス提供プロセスの結果、実
施状況・管理状況についての
データを集めているが、それに基
づく改善活動を行えていない。

サービス提供プロセスの結果、実
施状況・管理状況を定期的に評
価し、問題があれば改善してい
る。改善事例も数多くある。

サービス提供プロセスの結果、実
施状況・管理状況のデータを総
合的に分析し、重点を絞った改
善活動を計画的に展開してい
る。サービス提供プロセスに関す
るイノベーションもいくつか見られ
る。

サービス提供プロセスの結果、実
施状況・管理状況のデータを
サービス提供プロセスの設計・管
理という立場から分析し、サービ
ス提供プロセスの設計・管理のし
くみの改善につなげている。

当該プ
ロセスに
起因す
る不具
合・苦情
が減っ
ているか

当該プロセスに起因する不具合・
苦情の減少は見られない。

当該プロセスに起因する個々の
行政の質の問題の改善は見られ
るが、全体的には不具合・苦情が
低減していない。

当該プロセスの設計・管理をとお
して不具合・苦情の減少が認めら
れる。

既存のサービス・制度・施設等に
ついて当該プロセスに起因する
不具合・苦情の大幅な低減を達
成している（あるいは行政機関の
中でトップのレベルを維持してい
る）。ただし、新サービス・新制度・
新施設等についての不具合・苦
情が少なくない。

新サービス・新制度・新施設等を
含め、当該プロセスに起因する不
具合や苦情の大幅な改善を達成
している（あるいは行政機関の中
でトップのレベルを維持してい
る）。

（注１）　ここで言う「プロセス」とは、サービス提供で、個々のサービスごとに繰り返し行われるものを指す。

【ステップⅠ】評価シート　２．２　サービス提供プロセスの設計と管理

活
動
の
内
容

活
動
の
効
果



レベル１(低い） レベル2 レベル３（普通） レベル４ レベル５（高い） 評価

計
画

行政の
質の評
価・監査
のしくみ
がよいか
（行政の
質の保
証から
見たねら
いも含
む）

行政の質の評価・監査は計画的
に行っていない。問題が発生した
場合に必要に応じて行っている。

行政の質の評価・監査を定期的
に実施することになっている。た
だし、計画は組織の実情に必ず
しも適したものとなっていない。

組織の実情を考慮した行政の質
の評価・監査が計画され、実施
の体制が整えられている。評価・
監査のための手順書・チェックリス
トがあるが、過去の苦情等を考慮
しておらず、必ずしも効果的・効
率的なものになっていない。

組織の実情を考慮した行政の質
の評価・監査が計画され、実施の
体制が整えられている。評価・監
査を効率的・効果的に実施する
ための手順書・チェックリストがあ
る。ただし、発見された問題点を
検討・議論し、サービス・制度・施
設等やプロセスの改善につなげ
るしくみについては曖昧なところも
ある。

組織の実情を考慮した行政の質
の評価・監査が計画され、実施の
体制が整えられている。評価・監
査を効率的・効果的に実施する
ための手順書・チェックリストがあ
る。信頼性、安全性、製造物責任
など評価が難しいものも対象とし
て扱っている。問題点を検討・議
論し、改善につなげるしくみも工
夫されている。

実
施

行政の
質の評
価・監査
はしくみ
通り実施
されてい
るか

行政の質の評価・監査が計画通
り行われていない。

行政の質の評価・監査は一部を
除き計画的に実施されている。

計画に則って行政の質の評価・
監査が実施され、結果は関係者
に広く報告されている。ただし、発
見された問題点についての検討・
フォローが十分行われているとは
言えない。

計画に則って行政の質の評価・
監査が実施されている。発見され
た問題については関係者で討議
され、担当が決められ、定期的に
フォローされている。ただし、真の
要因解析がなされず、根本的な
問題の解決に至っていないものも
ある。

計画に則って行政の質の評価・
監査が実施されている。発見され
た問題については関係者で討議
され、担当が決められ、定期的に
フォローされている。また、真の要
因解析がなされ、再発防止が的
確に実施されている。

評
価
・
改
善

行政の
質の評
価・監査
のしくみ
の見直
しが行わ
れている
か

行政の質の評価・監査の評価を
行っていない。

行政の質の評価・監査の実施状
況の評価を行っており、もっぱら
実施面からの改善が検討されて
いる。

行政の質の評価・監査の評価を
実施状況と成果（行政の質の評
価・監査が行政の質の保証活動
に役立っているかどうか）の両面
から行っている。成果に着目した
行政の質の評価・監査の改善も
いくつか見られる。ただし、行政
の質の評価・改善の総合的な見
直しをするところまでは至ってい
ない。

行政の質の評価・監査の実施状
況、成果の総合的な見直しを行
い、現行の行政の質の評価・監
査の問題点を明らかにした上で、
重点を絞った改善が計画的に行
われている。

行政の質の評価・監査の実施状
況、成果の総合的な見直しを通し
て、行政の質の評価・監査のしく
みの改善につなげている。

問題の
再発防
止・予防
ができて
いるか

過去に発生した問題の再発防止
には努めたが成果はあまり出て
いない。

再発防止対策を実施した結果、
過去に発生した問題は若干減少
している。

再発防止対策を実施した結果、
過去に発生した問題は減少して
いる。

過去に発生した問題の再発防止
はほぼ達成されている。

過去に発生した問題の再発防止
はほぼ完全に達成されており、類
似のサービス・制度・施設等で発
生した潜在的な問題の予防も的
確にできている。

（注１）　ここでは、「行政の質の評価・監査」をサービス提供プロセスを支援し、その設計・管理のレベルアップを促進するための活動と位置づけている。流出防
止のための検査については「プロセスの設計・管理」に含めて考えている。

【ステップⅠ】評価シート　２．３　行政の質の評価・監査

活
動
の
内
容

活
動
の
効
果





レベル１(低い） レベル2 レベル３（普通） レベル４ レベル５（高い） 評価

計
画

委託・発
注の計
画はよ
いか（行
政の質
の保証
から見た
ねらいも
含む）

委託・発注先の選定に関する方
針・目標が曖昧となっている。委
託・発注を評価・選定する仕組み
を明確に定めていない。

委託・発注先の選定に関する方
針・目標を定めているが、従来の
延長から脱していない。委託・発
注先を選定するための仕組みは
あるが、技術的な支援や協力及
びレベルアップのための教育は
組み込まれておらず、必要性の
都度行っている。

組織の行政運営環境を考慮した
委託・発注先の選定に関する方
針・目標を定めている。委託・発
注先を評価・選定、育成・支援す
るための仕組みがあり、技術的な
支援や協力及びレベルアップの
ための教育が含まれている。ただ
し、方針・目標と評価・選定のため
の仕組みのつながりは必ずしも明
確でない。

組織の行政運営環境を考慮した
委託・発注先の選定に関する方
針・目標を定めている。また、これ
を達成するために有効な委託・
発注先を評価・選定するための
仕組みがあり、技術的な支援や
協力及びレベルアップのための
教育が含まれている。

世界的視点で最適な質・コスト・
スピードを確保するために委託・
発注先を評価・選定するための
方針・目標、仕組みを定めてい
る。技術的な支援や協力及びレ
ベルアップのための教育を積極
的に実施する仕組みがある。

実
施

委託・発
注は計
画通り実
施されて
いるか

委託・発注先の選定は担当者に
まかせになっており、しくみにした
がって行っていない。

委託・発注先をしくみにしたがっ
て評価・選定しているが、標準化
の不備等により計画通り行えてな
いものも多い。

委託・発注先をしくみに従い評
価・選定している。委託・発注先
の育成が計画通り進んでおらず、
委託・発注先の選定に関する目
標を達成できない場合、質・ス
ピード等で問題が発生する場合
がある。

委託・発注先をしくみに従い評
価・選定している。委託・発注先
の育成・協力関係の確立が進
み、委託・発注先の選定に関す
る目標をほぼ達成できている。
質・スピード等で問題が発生する
場合も少ない。

委託・発注先をしくみに従い評
価・選定している。重点化した指
導などの工夫により、委託・発注
先の業種・規模に応じた効率的
な協力関係の確立が計画通り進
み、委託・発注先の選定に関する
目標を達成できている。

評
価
・
改
善

委託・発
注の計
画の見
直しが
行われ
ているか

委託・発注先の選定・育成の評価
を行っていない。

委託・発注先の選定・育成につい
てはもっぱら実施面からの改善が
検討されている。

委託・発注先を適切に選定できて
いるかどうかを成果と実施状況の
両面から評価している。成果に着
目した改善も数多く見られる。た
だし、問題を選定・育成のしくみと
して捉えることができておらず、委
託・発注先ごとの個別の対応に留
まっている。

委託・発注先を適切に選定できて
いるかどうかを成果と実施状況の
両面から総合的に分析し、委託・
発注先に関する重点を絞った改
善活動、委託・発注の方針・目標
の見直しを計画的に行っている。

委託・発注先を適切に選定できて
いるかどうかを成果と実施状況の
両面から総合的に評価し、委託・
発注の選定に関する方針・目標・
しくみの改善につなげている。

委託・発
注に起
因する
問題が
減って
いるか

委託・発注について質・スピード
等に関わる多くの問題が発生し
ている。こられの問題については
応急的な対応におわれる、ほとん
ど改善が見られない。

質・スピード等に関わる問題につ
いて、一部の委託・発注先につ
いては改善が見られるが、全体
的には改善が見られない。

委託・発注先の評価・選定、育
成・支援により質・スピード等に関
わる問題は減少している。新規の
委託・発注先の開拓も行われて
いる。

既存のサービス・制度・施設等に
ついては、委託・発注先と良い関
係が築かれ、質・スピード等の問
題のために選定先を変更したりす
ることはほとんどない。ただし、新
サービス・新制度・新施設等につ
いては十分対応できていないとこ
ろがある。

質・コスト・スピードの面で適切な
委託・発注が実施され、新サービ
ス・新制度・新施設等を含め、
質・スピード等の問題のために選
定先を変更したりすることはほと
んどない。

（注１）　「委託・発注」は「プロセスの設計・管理」の一部とも捉えられるが、その重要性・特殊性を考慮し、別に抜き出してある。

【ステップⅠ】評価シート　２．４　委託と発注

活
動
の
内
容

活
動
の
効
果



レベル１(低い） レベル2 レベル３（普通） レベル４ レベル５（高い） 評価

計
画

地域住
民の満
足の行
政運営
における
位置づ
け、地域
住民を
満足さ
せるため
の計画
がよいか

組織が提供しているサービス・制
度・施設等に対する地域住民の
満足に関する方針・目標を設定
していない。

組織が提供しているサービス・制
度・施設等に対する地域住民の
満足に関する方針・目標を設定
しているが、ねらいは従来の延長
でしかない、あるいは他の地域と
比べ低いなど組織のおかれてい
る実情を踏まえたものになってい
ない。

組織のおかれている実情を踏ま
えて、提供しているサービス・制
度・施設等に対する地域住民の
満足に関する適切な方針・目標
を設定している。ただし、これらを
実現するための方策については
曖昧な部分もある。

組織のおかれている実情を踏ま
えて、提供しているサービス・制
度・施設等に対する地域住民の
満足に関する方針・目標を設定
し、これに基づいて、地域住民と
の良好な関係を構築・維持・発展
させるための方策を検討・策定し
ている。

地域住民をより広い意味でとら
え、様々な地域住民の満足に関
する方針・目標を適切に設定して
いる。実現のための優れた方策
に支えられ、他の地域と比べて高
い目標を設定できている。

実
施

地域住
民を満
足させる
ための
活動が
計画通り
実施さ
れている
か

地域住民の満足に関する方針・
目標を達成する（あるいは地域住
民を満足させる）ための方法につ
いては各部門の担当者にまかさ
れている。

地域住民の満足に関する方針・
目標を達成するための実施計画
を定めているが、標準化・教育訓
練、遵守状況の把握などが適切
に行われておらず、決めたとおり
実施されていないものが少なくな
い。

地域住民の満足に関する方針・
目標を達成するための実施計画
を定めている。また、必要な標準
化・教育訓練、遵守状況の把握
が必要に応じて実施されている。
実施計画は一部を除き計画通り
実施されている。

地域住民の満足に関する標準
化・教育訓練、遵守状況の把握
が計画的に展開され、地域住民
の満足に関する実施計画が計画
通り実施されている。

地域住民の満足に関する方策の
実施を確実・容易にするための
ツール・工夫が随所に見られ、こ
れらが結びついて一つの顧客満
足活動実施のしくみとして有効に
機能している。

評
価
・
改
善

地域住
民を満
足させる
計画、満
足の状
況の見
直しが
行われ
ているか

組織が提供しているサービス・制
度・施設等に地域住民が満足し
ているかどうかを把握・評価する
ための方法やしくみがない。

組織が提供しているサービス・制
度・施設等に地域住民が満足し
ているかどうかを把握・評価して
いるが、単なるアンケート調査の
レベルでしかなく、評価結果に基
づく改善活動もほとんど見られな
い。

組織が提供しているサービス・制
度・施設等に地域住民が満足し
ているかどうかを継続的・定量的
に把握・評価する方法・しくみが
工夫されており、評価結果に基
づく改善活動も行われている。

第三者評価の活用など、地域住
民の満足のより詳細な把握、他
の地域との比較を可能とする方
法・しくみが確立されている。評
価結果の総合的な分析に基づ
き、重点を絞った地域住民の満
足の改善活動が計画的に行われ
ている。また、顧客満足活動の方
針・目標の見直しも行われてい
る。

地域住民の満足の把握・評価の
結果に基づき、新サービス・新制
度・新施設等の開発、サービス・
制度・施設等の提供プロセスの
改善が積極的に行われている。
また、顧客満足活動の推進のしく
みについても改善が行われてい
る。

地域住
民の満
足度は
向上して
いるか

地域住民の満足度についての情
報をもっておらず、効果が不明で
ある。

地域住民の満足度が向上してい
ない。

地域住民の満足度について多少
向上している。

地域住民の満足度が大幅に向上
している。

地域住民の満足の度合いは他の
地域と比べ極めて高く、他の地域
のベンチマーキングの対象に
なっている。

（注２）　ここで言う「ベンチマーキング」とは、同様のサービスを行っている企業・組織の中で、優良企業・組織として目標とされいることを指す。

【ステップⅠ】評価シート　２．５　顧客満足活動

活
動
の
内
容

活
動
の
効
果

（注１）　「行政の質の保証活動」と「顧客満足活動」は広い意味で捉えれば重なる部分は大きいが、ここでは前者を不具合・苦情の防止という守りの活動、後者
を地域住民の満足という攻めの活動として相対的に位置づけている。



レベル１(低い） レベル2 レベル３（普通） レベル４ レベル５（高い） 評価

計
画

新サー
ビス・新
事業・新
技術の
開発の
ねらい、
開発の
しくみが
よいか

新サービス・新事業・新技術の開
発に関する計画が明確になって
いない。

新サービス・新事業・新技術の開
発に関する計画があるが、短期
的なものである。また、組織の現
状、行政運営環境や地域・社会
の現状を踏まえたものになってい
ない。一つ一つのサービス・事
業・技術の開発をどのようにすす
めるかというしくみ・手順がある
が、各ステップにおけるチェックポ
イントは曖昧になっている。

組織の現状、行政運営環境や地
域・社会の現状を踏まえた長期
的な新サービス・新事業・新技術
の開発に関する計画がある。一
つ一つのサービス・事業・技術の
開発をどのようにすすめるかとい
うしくみ・手順が決められており、
各ステップにおけるチェックポイ
ントが明確にされている。

新サービス・新事業・新技術の開
発に関する計画を組織として積
極的に取り上げるしくみがある。
一つ一つのサービス・事業・技術
の開発をどのようにすすめるかと
いうしくみにおいて、品質機能展
開、ＦＭＥＡ、デザインレビューな
どの源流段階からの行政の質の
作り込みが適切に計画されてい
る。

ＱＦＤやマーケティング手法等を
用いた地域住民のニーズの発掘
と把握、発想法やベンチマーキン
グなどの創造的考え方・手法の
活用を通して行政運営に貢献で
きる新サービス・新事業・新技術
の開発が計画できている。一つ
一つのサービス・事業・技術の開
発においてはコンカレント化、情
報技術などの効率化手法の活用
が進んでいる。

実
施

新サー
ビス・新
事業・新
技術の
開発が
計画通
り、しく
み通り実
施されて
いるか

一つ一つのサービス・事業・技術
の開発をどのようにすすめるかと
いうしくみがなく、開発は担当者
が協議しながら進めている。

開発は予め定められた実施計画
に基づいて進められているが、計
画通りいかないことが多く、その
場合の対応は開発者にまかせさ
れている。重要な問題が発生した
場合は、その都度緊急の検討会
を開き検討している。

開発者は決められたしくみ・実施
計画に従って仕事を進めてい
る。各チェックポイントで明らかに
なった問題は組織的に検討さ
れ、フォローされている。ただし、
大きな問題の発生のため、開発
が計画に比べて遅れているものも
ある。

開発の計画段階でＰＤＰＣなどの
手法を用いて問題の予測を行
い、これに基づいて実施計画を
作成している。ほぼ実施計画通り
開発が進んでいる。発生した問題
については関係者が集中的な検
討を行い、早期に解決するしくみ
が工夫されている。

計画通り新サービス・新事業・新
技術を開発できている。開発期
間の短縮などの新しい試みも計
画通り進んでいる。

評
価
・
改
善

新サー
ビス・新
事業・新
技術の
開発の
計画、開
発のしく
みの見
直しが
行われ
ているか

開発した新サービス・新事業・新
技術については特に組織的な評
価・改善を行っていない。

開発した新サービス・新事業・新
技術、その開発プロセスについて
プロジェクト終了時等に見直しを
行っているが、あくまでも個別の
反省にとどまっている。

開発した新サービス・新事業・新
技術、その開発プロセスについて
総合的な評価・見直しが行われ
ている。開発プロセスについては
個別的な改善が行われている。

新サービス・新事業・新技術の開
発プロセスについて、発生した不
具合などのデータに基づく総合
的な見直しが行われ、問題点の
把握やしくみの改善が行われて
いる。開発した新サービス・新事
業・新技術がねらい通りの成果を
上げているか見直しが行われ、新
サービス・新事業・新技術の開発
に関する計画の修正が行われて
いる。

新サービス・新事業・新技術の開
発に関する計画を策定するしく
み、一つ一つの新サービス・新事
業・新技術の開発を進めるしくみ
の見直し・改善が活発に行われ
ている。

新サー
ビス・新
事業・新
技術は
開発で
きている
か、それ
らが事
業に貢
献してい
るか

新サービス・新事業・新技術はほ
どんど開発できていない。

新サービス・新事業・新技術がい
くつか開発されている。開発コス
トが大きく、ほとんど事業に貢献し
ていない。

新サービス・新事業・新技術が開
発されている。一部事業に寄与し
ているものもある。

新サービス・新事業・新技術が数
多く開発され、事業の重要な部
分を占めている。ただし、地域住
民のニーズにあわなかったり、時
期を逸しているもの、開発コストが
高く利益が得られていないものも
見られる。

有効な開発が適切なコストで迅速
に行われた結果、新サービス・新
事業・新技術が事業に大きく貢献
している。

（注１）　ここで言う「ベンチマーキング」とは、同様のサービスを行っている企業・組織の中で、優良企業・組織として目標とされいることを指す。

【ステップⅠ】評価シート　３．１　新サービス・新事業・新技術の開発

活
動
の
内
容

活
動
の
効
果



レベル１(低い） レベル2 レベル３（普通） レベル４ レベル５（高い） 評価

計
画

日常管
理の計
画の内
容がよ
いか

日常管理として実施することが明
確になっていない。

日常管理として実施することが定
めてあるが、業務分掌が曖昧、方
針管理と日常管理を混同してい
るなど不適切な内容が見られる。

部門の役割･責任を明確にし、そ
れに基づいて日常管理すべき項
目、その管理方法を定めている。
ただし、実施事項の標準化、管理
項目･管理水準・管理責任者の設
定、異常発生時の処置方法など
において一部適切でない面があ
る。

実施事項の標準化、管理項目･
管理責任者の設定、異常発生時
の処置方法が適切に決められて
いる。ただし、組織の実情にあっ
た効率的なものとなっていない。

管理方法の効率化、権限の大幅
な委譲、対策の水平展開などが
積極的に進められ、スリムで効果
的な日常管理の計画を立ててい
る。

実
施

日常管
理が計
画通り実
施されて
いるか、
再発防
止が確
実に行
われて
いるか

日常管理が実施されていない。 日常管理が実施されているが、
標準化事項の遵守率が悪い、発
見した異常が放置されているなど
の問題が見られる。

日常管理がほぼ計画通り実施さ
れている。ただし、標準化事項の
遵守、異常発生時の確実な原因
追及・対策などの点で一部適切
でないところが見られる。

実施のための資源（４Ｍ）の提供
等、標準化事項の遵守、異常発
生時の確実な原因追及・対策の
ための基本事項が整っており、日
常管理が着実に実施されている。

目で見る管理、異常に対する迅
速・確実な原因追及・対策を可能
にするためのフォローのしくみな
どの工夫が行われ、関係者が協
力して計画通り日常管理を行う体
制が整っている。

評
価
・
改
善

日常管
理の計
画、実施
状況の
見直し
が行わ
れている
か

日常管理の実施状況がチェック
されていない。

管理者は日常管理の実施状況
をチェックし、問題点を指摘して
いるが、発見した異常の応急対
策に終始し、日常管理のレベル
アップがはかれていない。

管理者は日常管理の実施状況を
定期的にチェックし、問題点を指
摘している。発見した日常管理実
施上の問題点に対して確実な対
策がなされ、日常管理のレベル
アップがはかれている。

個別の評価・改善だけでなく、日
常管理の実施状況の総合的な
見直しが行われ、日常管理の弱
点が明らかにされている。部門間
の比較なども行われ、よいやり方
の他部門への展開が積極的に行
われている。

日常管理の実情についての定期
的・総合的な評価を行っている。
また、これに基づいて日常管理の
問題点を把握し、日常管理のしく
みの改善につなげている。

質・コス
ト・ス
ピードが
安定化
している
か

日常管理の成果が出ていない。 一部の質・コスト・スピードの項目
において日常管理の成果（ばら
つきの減少）が見られるが、全体
的には変化がない。

質・コスト・スピードの異常が確実
につかまえられている。異常の再
発防止により質・コスト・スピード
が安定化の方向に向かってい
る。ただし、原因不明の異常、再
発している異常も少なくない。

原因不明となっている異常や再
発している異常は少なく、日常管
理の実施により質・コスト・スピー
ドがかなり安定化している。

日常管理の徹底と管理システム
の継続的改善により、質・コスト・
スピードの大幅な安定化が実現
されている（または高い水準を維
持している）。また、新サービス・
新制度・新施設等についても、従
来のサービス・制度・施設等の日
常管理の水平展開により、異常の
発生がおさえられている。

（注２）　ここで言う「標準化」とは、物や仕事のやり方について標準を決め、これを活用することを指す。

（注１）　日常管理が有効に機能するためには、責任・権限の明確化、実施事項の明確化などの「標準化」が前提となる。

（注３）　ここで言う「管理項目」とは、自部門に与えられた業務機能を進めていくに際して、その業務が目的・ねらいどおりに進み、目標を達成しているか否かを
判断し、必要な処置をとるための尺度のこと。

【ステップⅠ】評価シート　４．１　日常管理

活
動
の
内
容

活
動
の
効
果





レベル１(低い） レベル2 レベル３（普通） レベル４ レベル５（高い） 評価

計
画

標準化
の推進
計画の
内容が
よいか

標準化の計画が明確になってい
ない。

標準化の計画があるが、標準体
系が曖昧となっているなどの問題
がある。

標準化推進の方針、推進組識、
標準体系、制定･改訂手続など標
準化を実施するための基本事項
が明確になっている。ただし、一
部組織の実情に合っていないとこ
ろが見られる。

標準化を推進するための基本事
項が明確なだけでなく、情報技術
の活用や遵守徹底のための新た
な教育などを入れた計画が作成
されてる。

使いやすい･守り易い標準化の工
夫、重要な標準の明確化など、組
織の実情、業務の内容に応じ
た、効率的でスリムな標準化の計
画が立てられている。

実
施

主要業
務にお
ける標
準化の
進み具
合・遵守
状況は
どうか、
標準化
が計画
通り実施
されてい

標準化が行われておらず、担当
者まかせになっている業務が多
い。

標準類の整備・標準の教育訓練
を実施しているが、体系的な進め
方がされていない。

ルールに従って行うべき事項が
標準類として整備されており、遵
守のための教育訓練など遵守率
向上のための推進活動が実施さ
れている。主要業務プロセスの標
準化ができている。

標準化すべき事項はほとんど標
準化されており、さらに守れる標
準化、改訂しやすい標準化など
の工夫を一部実施している。

OA化による最新版管理、浸透た
めの説明会の徹底、守れる条件
作りなど、標準化推進の体制がし
くみとして確立されている。標準
の遵守率は高い。

評
価
・
改
善

標準化
の推進
計画、標
準の遵
守状況
の見直
しが行わ
れている
か

標準化の進度状況ならびに遵守
状況のチェックが行われていな
い。

標準化の進度状況ならびに遵守
状況のチェックが行われている
が、応急対策に終始している。

管理者による標準遵守の現地･現
物確認など標準化の進度状況な
らびに遵守状況のチェックが実施
されている。また、標準類の定期
的な見直し・改訂がルール化され
ている。発見された問題に対する
個別の原因追及・対策が行われ
ている。

標準化の進度・遵守状況の総合
的な評価が行われており、現行
の標準化の問題点が明らかにさ
れている。標準化のしくみに関す
る部分的な改善が行われてい
る。

標準化が不具合・苦情の防止な
どその本来の目的に役立ってい
るかどうか、金額的な見方など独
自の視点からの総合的な評価が
行われており、標準化計画・標準
化推進のしくみの全体的な見直
し・改善が行われている。

標準に
起因す
るトラブ
ルが減
少してい
るか

標準化しなければならないにも
かかわらずされていない業務の
割合が多く、遵守状況も悪い。

標準化されている業務の割合は
増えており、一部効果のあらわれ
ているものもあるが、全体的には
従来と余り変わっていない。

標準化されている業務の割合に
ついては一応目標を達成し、標
準の遵守率も向上している。標準
化未実施、標準の不遵守によるト
ラブルの減少が認められる。

標準化が計画通り進んでおり、標
準の不遵守も少ない。標準化未
実施、標準の不遵守によるトラブ
ルはかなり減少している。

水平展開によって新サービス・新
制度・新施設等についても標準
化が適切に行われ、標準化未実
施、標準の不遵守によるトラブル
は大幅に減少している（あるいは
非常に少ないレベルを維持して
いる）。

（注２）　ここで言う「標準体系」とは、標準化を図るための体制のことを指す。

（注１）　ここで言う「標準化」とは、ここで言う「標準化」とは、物や仕事のやり方について標準を決め、これを活用することを指す。

【ステップⅠ】評価シート　４．２　標準化

活
動
の
内
容

活
動
の
効
果



レベル１(低い） レベル2 レベル３（普通） レベル４ レベル５（高い） 評価

計
画

行政運
営のた
めの情
報の収
集・分
析・活用
の計画
の内容
がよいか

行政運営のための情報の収集・
分析・活用に関する計画がない。

行政運営のための情報の収集・
分析・活用に関する計画はある
が、どのような情報が必要かにつ
いての検討を行っておらず、重要
な情報が数多く抜けている。

行政運営のために必要な情報が
分類され、これに基づいて情報
の収集・分析・活用に関する計画
を立てている。ただし、計画の内
容を見ると、得られた情報のみで
は有効な分析・決定ができないと
思われるところがある。行政運営
における情報の重要性が認識さ
れている。

行政の質の保証、コスト低減、地
域住民の満足度増大などの目的
別に見た場合、効果的・効率的と
考えられる、行政運営のための
情報の収集・分析・活用のしくみ
がある。行政運営における情報
の役割が明確に位置づけられて
いる。

ベンチマーキング情報などの外
部の情報、長期的に重要な情報
を含め、行政運営のために情報
の収集・分析のための有効なしく
みが確立されている。また、情報
に基づいて行政運営に関する意
志決定を行う体制が確立してい
る。

実
施

行政運
営のた
めの情
報の収
集・分
析・活用
が計画
通り実施
されてい
るか

必要な情報の収集・分析・活用を
具体的にどのように行うかは担当
者にまかせになっている。

情報の収集・分析・活用をどのよ
うに行うか定めた手順はあるが、
具体性がない（実施事項、担当
等が曖昧）、重点化されていない
など実施上の問題点が多い。

情報の収集・分析・活用のための
適切な手順があり、必要な教育
訓練が実施されている。一部を
除き計画通り実施できている。

情報の収集・分析・活用を支援す
るためのデーターベース、解析
ツールなどが整備されており、情
報の収集・分析・活用が計画通り
実施できている。

行政運営のための情報の収集・
分析・活用が計画通り行われ、こ
れに基づいて合理的な意志決定
がタイムリーになされている。

評
価
・
改
善

行政運
営のた
めの情
報の収
集・分
析・活用
の計画
の見直
しが行わ
れている
か

行政運営のための情報の収集・
分析・活用が適切に行えている
かどうかの評価を行っていない。

行政運営のための情報の収集・
分析・活用が計画通り実施できて
いるかどうか評価している。実施
面についての改善が行われてい
る。

情報の収集・分析・活用が計画通
り行われているか、行政運営に役
立っているかどうかの評価を行っ
ている。ただし、後者については
主観的な評価にとどまっており、
問題点を明確にできていない。

情報の収集・分析・活用が行政運
営に役立っているかどうかの評価
を行っている。事実に基づく分析
等を通して、各々の目的で行わ
れている情報の収集・分析・活用
の問題点が議論され、改善策が
実施されている。

行政運営のための情報の収集・
分析・活用のまずさという点から
総合的な解析を行い、この結果
に基づいて、情報の収集・分析・
活用のしくみの改善につなげて
いる。

状況に
応じた行
政運営
ができて
いるか

従来の延長で組織の活動が行わ
れており、状況に応じた行政運営
が行えていない。

地域・社会および自分の組織の
状況に関心をはらっているが、こ
れらの分析と行政運営とが結び
ついていない。

地域・社会および自分の組織の
状況に応じて行政運営を行って
いるが、内容的に適切でない対
応、時期を逸した対応が見られ
る。

地域・社会および自分の組織の
状況に応じた適切な行政運営が
展開されている。

地域・社会および自分の組織の
状況に応じたスピーディーな対応
ができており、行政機関の中の
リーダー的存在となっている。

（注２）　ここで言う「ベンチマーキング」とは、同様のサービスを行っている企業・組織の中で、優良企業・組織として目標とされいることを指す。

【ステップⅠ】評価シート　５．１　情報の収集・分析・活用

活
動
の
内
容

活
動
の
効
果

（注１）　「経営（マネジメント）のための情報」には、質、コスト、スピードなどの機能別の情報の他、人、技術、財務に関する情報、地域・社会の動向や技術動向
に関する情報などが含まれる。



レベル１(低い） レベル2 レベル３（普通） レベル４ レベル５（高い） 評価

計
画

情報シ
ステム・
情報技
術の活
用に関
する計
画の内
容がよ
いか

情報システム・情報技術の活用に
関する計画がない。経営におけ
るの情報の重要性が認識されて
いない。

個別の情報システム・情報技術
の導入計画はあるが、総合的・長
期的な視点からの検討を行って
いない。

情報システム・情報技術の活用
に関する総合的・長期的な計画
を作っているが、組織内外のニー
ズおよび技術の動向を十分に反
映したものになっていない。

組織の内外のニーズおよび技術
の動向を把握し、情報システム・
情報技術の活用に関する総合
的・長期的な計画を作っている。

組織の内外のニーズおよび技術
の動向に基づいて、組織の業務
プロセスのあるべき姿を明確に
し、その実現のための情報システ
ム・情報技術の活用に関する総
合的・長期的な計画を作ってい
る。

実
施

情報シ
ステム・
情報技
術の活
用・開発
が計画
通り実施
されてい
るか

個別の情報システム・情報技術に
ついて、どのように開発・導入する
かは担当者まかせになっている。

個別の情報システム・情報技術に
ついて、どのように開発・導入する
か、実施項目、担当、時期等を明
らかにした具体的な実施計画を
定めている。ただし、必要な人の
確保、計画の重点化、早い時期
での遅れの把握の点で問題があ
り、計画通りに実施できていない
ものがある。

情報システム・情報技術の開発・
導入について、適切な実施計
画・推進体制のもとで計画通り実
施できている。ただし、導入にあ
たっての事前の問題予測がかな
らずしも十分でなく、導入後計画
通り活用されていないものがあ
る。

情報システム・情報技術を計画通
り開発・導入できている。導入に
あたっての事前の問題予測、使
用者の教育・訓練なども適切に行
われ、導入後の活用もスムーズ
に進んでいる。

情報システム・情報技術の計画的
な導入・活用によってねらいどお
りの業務プロセスが実現できてい
る。

評
価
・
改
善

情報シ
ステム・
情報技
術の活
用・開発
の計画、
実施状
況の見
直しが
行われ
ているか

情報システム・情報技術の活用が
適切に行えているかどうかの評価
を行っていない。

情報システム・情報技術が計画通
り開発・導入できているかどうか
のチェックを行っている。計画通
り進んでいないものについては応
急対策がとられている。

情報システム・情報技術が計画通
り開発・導入できているかどうかの
チェックを行っており、計画通り進
んでいないものについては原因
追求・再発防止が行われている。
導入後の評価についても行われ
ているが、主観的な評価にとど
まっている。

導入した情報システム・情報技術
の活用が適切に行えているかどう
かの評価を行っており、適切に活
用されていないものについては
原因追及・再発防止が行われて
いる。

情報システム・情報技術の開発・
導入・活用を通して組織内外の
ニーズに合った業務プロセスが実
現できているかどうかを評価し、こ
の結果に基づいて、情報システ
ム・情報技術の開発・導入・活用
に関する計画・しくみの見直しが
行われている。

情報技
術が活
用されて
いるか、
役立っ
ているか

情報システム・情報技術の活用が
ほどんど行われていない。

いくつかの面で情報システム・情
報技術の活用が行われている
が、具体的な行政運営の成果は
ほとんど出ていない。

情報システム・情報技術の活用
が行われ、具体的な成果も出て
いる。ただし、活用のレベルは他
の地域と同じくらいである。

情報システム・情報技術の活用が
活発に行われており、具体的な
成果が多数出ている。

あらゆる面にわたって情報システ
ム・情報技術の活用が進んでお
り、必要に応じて従来なかったよ
うな新しいシステムや技術の開発
も行われている。

（注１）　「情報システム・情報技術」には、ツールや分析手法も含まれる。

【ステップⅠ】評価シート　５．２　情報システム・情報技術の活用

活
動
の
内
容

活
動
の
効
果



レベル１(低い） レベル2 レベル３（普通） レベル４ レベル５（高い） 評価

計
画

ＱＣ手法
の理解と
活用を
推進す
る計画
の内容
がよいか

ＱＣ手法の活用に関する推進計
画がない。

ＱＣ手法の活用に関する推進計
画はあるが、組織の実情、ニーズ
に合っていない。

組織の実情、ニーズに基づいた
ＱＣ手法の活用に関する推進計
画がある。行政の質の保証活動、
新技術、行政運営のやり方の開
発等において活用すべき手法が
明確となっている。

ＱＣ手法が行政運営のための有
効な手段として位置づけられ、技
術分野だけでなく、事務・管理部
門等を含めた等を含めたＱＣ手
法の活用に関する推進計画が策
定されている。

既存のＱＣ手法の活用だけでな
く、必要性の認識に基づく新しい
ＱＣ手法の開発など、創造的活
動の推進計画がある。手法開発
の必要性が明確にされ、そのため
のプロジェクトチームが組織され
ている。

実
施

ＱＣ手法
の理解と
活用の
推進が
計画通り
実施さ
れている
か

ＱＣ手法の活用がみられない。 ＱＣ手法の教育が一部の部門で
実施され、日常の活動で活用さ
れている。

ＱＣ手法に関する教育が年間計
画に基づいて全部門で実施さ
れ、各々の部門の日常の活動で
有効活用されている。ＱＣ手法の
活用に関する支援組織も作られ
ている。

ＱＣ手法が組織の重要課題の解
決に有効活用されている。どのよ
うな部門にどのような手法を使え
る人がどれくらい必要かという教
育計画、その達成のための教育
ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑが設定され、手法に関す
る専門家が計画的に育成されて
いる。一つの活用例を他部門へ
展開するためのしくみが構築され
ている。

既存のＱＣ手法の適用だけでな
く、必要に応じて新しいＱＣ手法
の開発が行われている。ＱＣ手法
を通して多くの重要な業務課題が
解決されており、ＱＣ手法を活用
することがあたりまえのこととなっ
ている。

評
価
・
改
善

ＱＣ手法
の理解と
活用の
推進計
画、理
解・活用
状況の
見直し
が行わ
れている
か

ＱＣ手法の活用状況をチェックす
るしくみがない。

ＱＣ手法の活用状況を部分的に
チェックしているが、教育方法・推
進方法などの改善はあまり進んで
いない。

全部門のＱＣ手法の活用状況が
定期的にチェック・評価され、手
法の教育や推進方法の改善が行
われている。

業務課題ごとにＱＣ手法の活用
状況をレベル評価する、職員ごと
のＱＣ手法に関する習得レベル
を評価する活動が行われ、ねら
いに対して未達成なものの解析
が行われている。これらの結果に
基づいて教育方法や推進方法の
問題点が明らかにされ、対策が
実施されている。

業務課題が解決できているかと
いう点からＱＣ手法の活用の見
直しが行われ、ＱＣ手法の活用に
関する計画、ＱＣ手法およびその
教育・推進のしくみの見直し・改
善が行われている。

ＱＣ手法
が課題
の解決
に役
立って
いるか

ＱＣ手法によって課題を解決した
例がほとんど見られない。

ＱＣ手法を用いていくつかの課題
が解決されている。ただし、行政
運営の成果のでるような課題につ
いては適用されていない。

ＱＣ手法を用いて多くの課題が解
決されている。行政運営の課題
の解決につながった例も見られ、
徐々にではあるが確実な成果が
得られている。

ＱＣ手法によって多くの重要な行
政運営の課題が解決されてお
り、大きな行政運営の成果が得ら
れている。

ＱＣ手法を用いることにより、従来
では解決できなかったような難し
い行政運営の課題を解決できて
いる。事業の進展、地域住民の
満足の増大など極めて大きな成
果につながっている。

（注１）　「ＱＣ手法」には、データのばらつきを考慮した統計的解析法、数値データの解析手法だけでなく、言語データなどの非数値データの解析方法、事実に
基づいて結論を導く方法などが含まれる。

【ステップⅠ】評価シート　６．１　ＱＣ手法の理解と活用

活
動
の
内
容

活
動
の
効
果



レベル１(低い） レベル2 レベル３（普通） レベル４ レベル５（高い） 評価

計
画

人材育
成計画
の内容
がよいか

人材育成の重要性に関する意識
が低く、行政運営における位置
づけが適切でない。

人材育成を行政運営の一要素と
して位置づけている。教育訓練の
年度計画が立案されている。た
だし、教育訓練プログラムは必要
に応じて用意されており、体系
だったとりくみがされていない。

人材育成を経営の重要な要素と
して位置づけられている。教育訓
練の年度計画が作成され、組織
の全部門に徹底されている。ま
た、固有技術・技能、ＴＱＭの考
え方・手法を含めた管理技術など
の内容別、階層別の教育訓練プ
ログラムを実施している。

業務に必要な能力が明らかにさ
れている。また、人材に関する組
織の現状を把握し、組織の重要
課題を解決できる専門技術者・技
能者の育成、企画・立案者・技術
者に対するＱＦＤ、信頼性技術、
ＳＱＣなどの管理技術教育、全職
員に対する行政の質の重要性、
ＱＣ７道具、行政の質の保証のし
くみに関する教育などが適切に
計画されている。

行政運営計画および人材に関す
る組織の現状を踏まえた長中期
の人材育成計画が立てられてい
る。また、長中期の人材育成計画
と密接に関連した内容別・階層
別の教育訓練プログラムが用意
されている。長中期の人材育成
計画が年度ごとの教育訓練計画
に展開され、組織の全部門に徹
底されている。

実
施

人材育
成が計
画通り実
施されて
いるか

他の業務が優先し、人材育成の
関連業務の実施が後回しになっ
ている。

内部セミナーの実施､外部セミ
ナーへの参加等について計画通
り実施できていないところがある。
また、内部教育訓練システムの構
築及び教育訓練プログラムの作
成等も計画通り進んでいない。

教育・訓練と人事考課との連動な
ど、教育訓練の重要性、業務遂
行と教育・訓練との関連を管理
者・職員に理解させる工夫がなさ
れている。教育訓練の年度計画
に基づき内部セミナーの実施、外
部セミナーへの参加等が計画通
り実施されている。

教育訓練の年度計画に従って教
育訓練が実施されている。個人
目標の設定、教育訓練実施後の
フォローなどが適切に行われてお
り、効果的な教育が実施されてい
る。

長中期の人材育成計画、教育訓
練の年度計画に従って適切な教
育訓練が実施されている。

評
価
・
改
善

人材育
成計画、
実施状
況の見
直しが
行われ
ているか

教育訓練の実施状況がチェック
されていない。

内部セミナー等の教育・訓練の
実施状況をチェックしているが、
成果という点から見直しを行って
いない。実施面からの改善は行
われているが、あくまでも実施す
ることが優先し、教育訓練の内容
が現場の必要性を満たしていな
い。

個人別の教育訓練記録が整備さ
れている。これに基づいて教育訓
練の必要性が議論され、計画通
り達成できていない原因が追及
され、改善が行われている。個々
の教育訓練プログラムについても
実施後の試験・アンケート等によ
りその内容の見直し・改善が行わ
れている。

各人の能力レベルの評価が行わ
れており、これをもとに計画通り人
材の育成が進んでいるかどうかの
評価が行われている。計画が未
達成なものについての原因が追
及され、改善策が検討・実施され
ている。

新サービス・新事業・新技術の開
発、業務におけるトラブルの防
止、業務課題の解決など、教育
訓練を行政運営目的から見直す
活動が行われ、人材育成計画や
教育訓練プログラムの総合的な
見直し・改善が行われている。

人材が
育成さ
れている
か、役に
立って
いるか

必要な教育訓練が行われておら
ず、必要な能力をもった人材が
不足している。

教育・訓練プログラムの修了者は
増えているが、計画を達成するま
でに至っていない。

教育・訓練プログラムの修了者は
計画通り増えているが、必要な能
力を持った人材がいないために
業務上問題が生じている場合が
見られる。

教育訓練によって必要な能力を
持った人材がほぼ計画通り育成
されている。ただし、一部人材が
不足している活動も見られる。

人材育成計画の達成度が高く、
必要な人材が十分確保できてい
る。また、これらの人材が有効に
活用されている。

【ステップⅠ】評価シート　７．１　計画的な人材の育成

活
動
の
内
容

活
動
の
効
果



レベル１(低い） レベル2 レベル３（普通） レベル４ レベル５（高い） 評価

計
画

小集団
活動の
位置づ
けや推
進計画
の内容
がよいか

小集団活動の推進の計画がな
い。

ＱＣサークルなどの小集団活動の
全組織的な推進計画はあるが、
活動のねらい、行政運営における
位置づけ、推進方法などについ
ては曖昧となっている。

小集団活動の行政運営における
位置づけが明確となっており、活
動のねらい、推進の方法などが
具体的に定められている。

行政トップ自らが「TQMへの全員
参加の場」と位置づけ、行政運営
の一手段と認識している。

行政運営計画と小集団活動の関
連について明確にされている。ま
た、職員が部門横断的な活動に
参画するしくみを導入するなど従
来の考え方から一歩踏み出した
活動計画が定められている。

実
施

小集団
活動が
推進計
画通り実
施されて
いるか

小集団活動がほとんど見られな
い。

小集団活動に関する教育が実施
され、支援体制などは整えられて
いるが、小集団活動に関する十
分な理解が得られておらず、計画
通りの活動が行われていない。

組織の実態に応じた支援体制が
工夫されており、発表会や褒賞・
表彰制度、事例集の編集など動
機付け・活性化の方策も考えられ
ている。年間活動計画にそって小
集団活動が活発に実施さてい
る。ＱＣ的問題解決法やＳＱＣが
適切に活用された多くの事例が
ある。

小集団活動が職員が相互に学
び合う場として有効に働いてお
り、活動を通して多くの優秀な人
材が育成されている。小集団活
動の推進者についても計画的に
育成されている。小集団活動で
取り上げている課題も重要なもの
であり、活動内容のレベルも高
く、社外の発表会等で多くの賞を
受賞している。

従来の活動の行われていた部門
だけにとどまらず、企画・立案や
管理部門までその実態にあった
小集団活動が展開・実施されて
いる。

評
価
・
改
善

小集団
活動の
推進計
画、実施
状況の
見直し
が行わ
れている
か

小集団活動の評価を行っていな
い。

小集団活動の実施状況のチェッ
ク・評価とともに、いかに計画通り
実施するかという点からの改善が
行われている。

行政運営活動の節目で組織全体
の活動状況（計画通り実施できて
いるか、活動のレベルが上がって
いるか等）のチェック・評価が行
われ、これに基づいて問題点に
対する改善策が検討・実施されて
いる。

小集団活動が職員が相互に学ぶ
ための場として有効に機能してい
るかという点からの総合的な評価
が行われ、これに基づいて小集
団活動の推進計画が見直されて
いる。

ねらいとする行政運営の成果が
得られているかという点から小集
団活動が見直され、新しい小集
団活動の形が工夫されている。

小集団
活動を
通して課
題が解
決できて
いるか

小集団活動の実施例が少なく、
成果は出ていない。

小集団活動の実施例は増えてお
り、個々の活動成果も出てきてい
る。ただし、職員の小集団活動に
対する意欲が低く、組織としての
成果となるまでには至っていな
い。

小集団活動によって多くの課題
が解決され、その行政運営に対
する寄与もかなりの大きさとなって
いる。職員の小集団活動に対す
る意欲も高い。

小集団活動によって多くの重要
な課題が解決されている。小集
団活動を通して自主的・創造的な
気風が生み出されている。

小集団活動により職員の自主性・
創造性が開花し、大きな行政運
営の成果を生みだす原動力と
なっている。

（注１）　ここで言う「小集団活動」とは、ＱＣサークルだけでなく、その他のチーム活動も含む広い意味で用いている。

【ステップⅠ】評価シート　７．２　小集団活動の組織的展開

活
動
の
内
容

活
動
の
効
果



レベル１(低い） レベル2 レベル３（普通） レベル４ レベル５（高い） 評価

計
画

ＴＱＭ推
進計画
の内容
がよいか

TQMを推進する目的、推進計画
が不明確。

TQMを推進する目的は明確に
なっているが、それを達成するた
めの計画（推進組織、推進事項な
ど）が曖昧である。推進組織はあ
るが組織の実情にあったものでは
ない。

TQMを推進する明確な目的、な
らびにそれを達成するための計
画（推進組織、推進事項など）が
明確になっている。推進組織が
組織全体のＴＱＭの推進を行え
るものとなっている。

長期マスタープラン、組織の環境
変化や行政運営の方針を的確に
反映した計画、ＩＳＯやＴＰＭなど
の活動を活用した計画、新たな概
念や方法論を組み入れた計画な
ど、TQMの推進計画の策定に工
夫が見られる。

組織の実情に合った、効果的・効
率的なＴＱＭ推進計画を作り上
げている。

実
施

ＴＱＭ推
進計画
に基づ
き組織
全体に
わたる活
動が展
開されて
いるか

実施されていない。 ＴＱＭ活動が実施されているが、
トップのリーダーシップが弱く、活
動に参加していない部門もある。

トップのリーダーシップが発揮さ
れ、全員参加による活動が行わ
れているなど、推進計画に基づく
組織全体にわたる活動が実施さ
れている。

必要に応じて、ＴＱＭの推進計画
と一体となった、ＴＱＭの実施を
容易にする様々なツールやパッ
ケージが用意され、展開・活用さ
れている。

ＴＱＭ活動が業務の改善・改革
活動と一体化し、あらゆる部門・
階層で実施されている。

評
価
・
改
善

ＴＱＭ推
進計画
の見直
しが行わ
れている
か

TQM推進状況のチェックが実施
されていない。

TQM推進状況のチェックが実施
されているが、単発的・部分的な
評価となっている。推進の阻害要
因について突っ込んだ議論がさ
れておらず、計画通り推進できて
いない。

組織全体のTQM推進状況が定
期的にチェックされ、問題点の把
握、対策が実施されている。明確
な評価尺度が設定され、推進を
阻害する要因の解析が実施され
ている。

監査チームによる推進状況の
チェック、推進阻害要因に関する
部門横断的な議論の場の設定な
ど、推進状況のチェックおよびそ
の結果に基づく改善に工夫がさ
れている。

ＴＱＭ推進状況の結果を総合的
に評価するしくみがあり、この結
果に基づいてＴＱＭ推進のしくみ
の見直し・改善が行われている。

ＴＱＭ推
進による
効果が
出ている
か

ＴＱＭ推進による効果が出てい
ない。

一部の部門における部分的な成
果は見られる。

体質改善活動の成果や基本的
活動の成果（サークル、SQC、
QC教育）の面において、推進計
画に示された目標を達成している
。

体質改善活動の成果や基本的活
動の成果に加え、新サービス・新
事業・新技術の開発、行政の質
の保証活動などにおいて、推進
計画に示された目標を達成して
いる。

評価において定量的で明確な尺
度が用いられており、行政運営目
標の達成に繋がる効果が出てい
る。

【ステップⅠ】評価シート　８．１　ＴＱＭの推進と運営

活
動
の
内
容

活
動
の
効
果



レベル１(低い） レベル2 レベル３（普通） レベル４ レベル５（高い） 評価

計
画

ＴＱＭの
考え方・
価値観
を普及さ
せるため
の計画
の内容
がよいか

ＴＱＭの考え方・価値観に関する
教育・訓練計画がない。

ＴＱＭの考え方・価値観に関する
教育・訓練計画の年度計画が作
られている。しかし、教育プログラ
ムは必要に応じて準備しており、
体系だったとりくみがされていな
い。

ＴＱＭの考え方・価値観の意義を
よく認識している。ＴＱＭの考え
方の教育・訓練に関する組織全
体の計画が作られ、全部門に展
開されている。普及すべきＴＱＭ
の考え方・価値観が理解されてお
り、普及のための教育プログラム
を体系的に準備している。

各々の部門・階層において特に
重要となる考え方・価値観が明確
となっている。各々の部門・階層
の現状を踏まえ、ＴＱＭの考え
方・価値観の教育・訓練、実践を
どのように進めるか計画されてい
る。

行政運営とＴＱＭの関係（行政運
営環境の動向、地域・社会のニー
ズを把握し，それに対応するサー
ビス・制度・施設等を提供するた
めにＴＱＭの考え方を全員に浸
透させ、実践することが有効なこ
と）が明確に認識されている。ＴＱ
Ｍの考え方・価値観の教育・訓
練、実践に関する総合的・長期
的な計画を作っており、その内容
も優れている。

実
施

ＴＱＭの
考え方・
価値観
の普及
が計画
通り実施
されてい
るか

ＴＱＭの考え方・価値観を全員に
浸透させるための教育・訓練の実
施は、各々の部門まかせになっ
ている。ＴＱＭの考え方・価値観
に基づく活動はほとんど見られな
い。

ＴＱＭの考え方・価値観を全職員
に浸透させるための教育・訓練に
ついて計画通り実施できていな
いところがある。ＴＱＭの考え方・
価値観に基づく活動が一部見ら
れる。

ＴＱＭの考え方・価値観の重要性
について理解させるための工夫
が行われた結果、ＴＱＭの考え
方・価値観の教育・訓練は計画
通り実施できている。ＴＱＭの考
え方・価値観に基づいた活動も多
くみられる。

部門・階層の実情に応じた教育・
支援体制が工夫され、従来、ＴＱ
Ｍの考え方・価値観の教育・実
践が思うように進んでいなかった
部門・階層においても着実な進
展が見られる。

あらゆる部門・階層でＴＱＭの考
え方・価値観が定着しており（業
務の中で何の違和感もなく活用さ
れ）、これに基づく活動が実践さ
れている。

評
価
・
改
善

ＴＱＭの
考え方・
価値観
の普及
の計画、
普及状
況の見
直しが
行われ
ているか

ＴＱＭの考え方・価値観の共有、
実践がなされているかどうかの
チェック・評価を行っていない。

ＴＱＭの考え方・価値観に関する
教育が計画通り行えているかどう
かチェックし、確実に実施できるよ
うな改善を行っている。考え方・価
値観がどの程度普及しているか、
実践されているかについては主
観的な評価に留まっている。

ＴＱＭの考え方・価値観がどの程
度普及しているか、これに基づく
活動がどの程度実践できている
かの評価が行われている。ねらい
通りの成果が得られていないもの
について、その原因が追及され、
対策が検討されている。

ＴＱＭの考え方・価値観がどの程
度普及しているか、これに基づく
活動がどの程度実践できている
かの定量的な評価尺度の設定、
これに基づく総合的な評価・分析
が行われ、ボトルネックが明確に
されている。また、ＴＱＭの考え
方・価値観の普及、実践のしくみ
について見直され、改善が行わ
れている。

ＴＱＭの考え方・価値観の普及・
実践が行政運営に役立っている
かどうか評価・分析している。この
結果に基づいてＴＱＭの考え方・
価値観の普及に関する計画・しく
みの改善を行っている。

ＴＱＭの
考え方・
価値観
が浸透
している
か、役
立って
いるか

ＴＱＭの考え方・価値観が浸透し
ておらず、その成果も出ていな
い。

ＴＱＭの考え方・価値観に基づく
活動が日常業務（ルーチン的な
業務）で実践されているが、一部
できていない部門または業務が
ある。

ＴＱＭの考え方・価値観に基づく
活動が組織のあらゆる日常業務
で実践されている。

ＴＱＭの考え方・価値観が組織の
体質の一部となり、日常業務だけ
でなく、非日常的な業務におい
ても実践されている。

ＴＱＭの考え方・価値観の定着に
より、これを通した組織体質の改
革が行われ、業績の向上に効果
をあげている。

（注１）　「ＴＱＭの考え方・価値観」とは、全員参加、品質重視、顧客指向、マーケット・イン（消費者指向）、後工程はお客様、ＰＤＣＡのサイクル、事実に基づく
管理、プロセス管理、重点指向、標準化、ばらつき管理、再発防止、未然防止、源流管理、人間性の尊重などをいう。

【ステップⅠ】評価シート　８．２　ＴＱＭの考え方・価値観の実践

活
動
の
内
容

活
動
の
効
果



  36

 

 

 

 

 

 

 

 

付録２ 調査に用いた調査票 

（公共・行政編） 

 



 

付録２ ＴＱＭ導入・推進の困難さに関する調査票 

 

設問Ｂ 組織におけるＴＱＭ導入・推進の困難 
設問ＡにおけるＴＱＭの自己評価・診断に基づいて、以下の設問にお答え下さい。 

 

設問Ｂ－Ⅰ 
調査対象とする組織におけるＴＱＭの自己評価・診断の【ＳＴＥＰⅠ】で行っていただいた『「活動」

についての評価・診断』（『ＴＱＭの自己評価・診断シート』，ｐ４５～ｐ６４参照）について、困難さ

に関する以下の設問にお答え下さい。 
 

（１） 調査対象とする組織の「活動」について、各活動要素の細目を４つの評価の視点（計画

／実施／評価・改善／活動の効果）から評価する際に、困難さはありましたか。各活動

要素の細目について、評価する際の困難の度合いを５段階尺度の中から調査対象とする組織の

状況として最もよく当てはまっていると思われるものを選び、○を付けて下さい。 
【記入欄】 

活動要素の細目 

困難の度合い 
非常に容易     やや容易     どちらとも言えない     やや困難        非常に困難

 
 
 
 
 

１．１ 
トップのリーダー

シップ 

－２      －１      ０       ＋１       ＋２ 

１．２ 
組織のビジョンと

事業戦略 

－２      －１      ０       ＋１       ＋２ 

１．３ 
組織構造とその運

営 

－２      －１      ０       ＋１       ＋２ 

１．４ 
方針管理 
 

－２      －１      ０       ＋１       ＋２ 

２．１ 
組織横断的な行政の

質の保証活動 

－２      －１      ０       ＋１       ＋２ 

２．２ 
サービス提供プロセ

スの設計と管理 

－２      －１      ０       ＋１       ＋２ 

全くどの段

階にあるの

かがわから

ず、全く評価

ができない

確実にこの

段階にある

ということ

がはっきり

とわかる 

２つの段階で

どちらの段階

であるのかで

悩むが、付けら

れる 

ある段階を中心

に上下３つの段

階でどの段階に

あるのかで悩む

が、付けられる

全体で上の方な

のか下の方なの

かはわかるが、ど

の段階であるか

はわからない 



 
 
 
 
 

活動要素の細目 困難の度合い 
２．３ 
行政の質の評価・

監査 

－２      －１      ０       ＋１       ＋２ 

２．４ 
委託と発注 
 

－２      －１      ０       ＋１       ＋２ 

２．５ 
顧客満足（ＣＳ）

活動 

－２      －１      ０       ＋１       ＋２ 

３．１ 
新サービス・新事

業・新技術の開発 

－２      －１      ０       ＋１       ＋２ 

４．１ 
日常管理 
 

－２      －１      ０       ＋１       ＋２ 

４．２ 
標準化 
 

－２      －１      ０       ＋１       ＋２ 

５．１ 
情報の収集・分

析・活用 

－２      －１      ０       ＋１       ＋２ 

５．２ 
情報システム・情

報技術の活用 

－２      －１      ０       ＋１       ＋２ 

６．１ 
ＱＣ手法の理解と

活用 

－２      －１      ０       ＋１       ＋２ 

７．１ 
計画的な人材の育

成 

－２      －１      ０       ＋１       ＋２ 

７．２ 
小集団活動の組織

的展開 

－２      －１      ０       ＋１       ＋２ 

８．１ 
ＴＱＭの推進と運

営 

－２      －１      ０       ＋１       ＋２ 

８．２ 
ＴＱＭの考え方・

価値観の実践 

－２      －１      ０       ＋１       ＋２ 



（２） 活動要素の細目を評価する際の困難さの理由について、大きいものからいくつかお書き下さい。 

なお、特定の活動要素の細目に関するものの場合は、活動要素の細目の番号を右端の欄に記入

して下さい。 
 
【記入欄】 

理  由 活動要素の

細目 
  

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

設問Ｂ－Ⅱ 



調査対象とする組織におけるＴＱＭの自己評価・診断の【ＳＴＥＰⅡ】で行っていただいた『ねらい

とする「成果」とその評価・診断』（『ＴＱＭの自己評価・診断シート』，ｐ６６参照）について、困難

さに関する以下の設問にお答え下さい。 
 
（１） 調査対象とする組織におけるＴＱＭのねらいとする「成果」を列挙する際に困難さはありまし

たか。列挙する際の困難の度合いを下記の５段階尺度の中から調査対象とする組織の状況とし

て最もよく当てはまっていると思われるものを選び、○を付けて下さい。 
 
【記入欄】 

困難の度合い 
非常に容易     やや容易       どちらとも言えない      やや困難      非常に困難

 
 
 
 
     －２        －１          ０         ＋１       ＋２ 
 
 
 
（２） ねらいとする「成果」を列挙する際の困難さの理由について、大きいものからお書き下さい。  
 
【記入欄】 

理  由 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（３） 調査対象とする組織におけるＴＱＭのねらいとする「成果」を評価する際に困難さはありまし

たか。列挙していただいたＴＱＭのねらいとする「成果」全てに対して、評価する際の困難の

全てのねらいと

する「成果」を、

確信を持って列

挙できる 

ねらいとする「成果」

は列挙できるが、一

部抜け落ちている気

がする 

ねらいとする「成果」は

列挙できるが、半分くら

い抜け落ちている気がす

る 

ねらいとする「成果」

は列挙できるが、大

半が抜け落ちている

気がする 

全くねらいと

する「成果」を

列挙すること

ができない 



度合いを５段階尺度の中からの調査対象とする組織状況として最もよく当てはまっていると思

われるものを選び、○を付けて下さい。 
 
【記入欄】 

ねらいとする 

成果 

困難の度合い 

非常に容易     やや容易      どちらとも言えない     やや困難       非常に困難 

 

 

 

 

 

Ｐ１ 
 

－２           －１          ０         ＋１       ＋２ 

 

Ｐ２ 
 

－２           －１          ０         ＋１       ＋２ 

 

Ｐ３ 
 

－２           －１          ０         ＋１       ＋２ 

 

Ｐ４ 
 

－２           －１          ０         ＋１       ＋２ 

 

Ｐ５ 
 

－２           －１          ０         ＋１       ＋２ 

 

Ｐ６ 
 

－２           －１          ０         ＋１       ＋２ 

 

Ｐ７ 
 

－２           －１          ０         ＋１       ＋２ 

 

Ｐ８ 
 

－２           －１          ０         ＋１       ＋２ 

 

Ｐ９ 
 

－２           －１          ０         ＋１       ＋２ 

 

Ｐ１０ 
 

－２           －１          ０         ＋１       ＋２ 

 

 
 
（４） ねらいとする「成果」を評価する際の困難さの理由について、大きいものからお書き下さい。

なお、特定のねらとする「成果」に関するものの場合は、列挙していただいたねらいとする「成

確実にこの

段階にある

ということ

がはっきり

とわかる 

２つの段階で

どちらの段階

であるのかで

悩むが、付けら

れる 

ある段階を中心

に上下３つの段

階でどの段階に

あるのかで悩む

が、付けられる

全くどの段

階にあるの

かがわから

ず、全く評価

ができない

全体で上の方な

のか下の方なの

かはわかるが、ど

の段階であるか

はわからない 



果」に対応するアルファベットを右端の欄に記入して下さい。 
 
【記入欄】 

理  由 ねらいとする 
成果 

 
 
 
 

 

 
 
 
 

 

 
 
 
 

 

 
 
 
 

 

 
 
 
 

 

 
 
 
 

 

 
 
 
 

 

 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
（５） 調査対象とする組織におけるＴＱＭのねらいとする「成果」の重要度を付ける際に困難さは

ありましたか。重要度を付ける際の困難の度合いを下記の５段階尺度の中から調査対象とする



組織の状況として最もよく当てはまっていると思われるものを選び、○を付けて下さい。 
 
【記入欄】 

困難の度合い 
非常に容易     やや容易       どちらとも言えない      やや困難      非常に困難

 
 
 
 
     －２        －１          ０         ＋１       ＋２ 
 
 
 
（６） ねらいとする「成果」の重要度を付ける際の困難さの理由について、大きいものからお書き下

さい。  
 
【記入欄】 

理  由 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

設問Ｂ－Ⅲ 

全ての重要度付

けを、確信を持っ

て付けることが

できる 

重要度を付けること

はできるが、一部確

信を持てないものが

ある 

重要度を付けることはで

きるが、半分くらい確信

を持てないものがある 

重要度を付けること

はできるが、大半は

確信が持てない 

全く重要度を

付けることが

できない 



 調査対象とする組織におけるＴＱＭの自己評価・診断の【ＳＴＥＰⅢ】で行っていただいた『「成果」

と「活動」との関連付け』（『ＴＱＭの自己評価・診断シート』，ｐ６７参照）について、困難さに関す

る以下の設問にお答え下さい。 
 
（１） ねらいとする「成果」に対して、活動要素との関連付けをする際に困難さはありましたか。

列挙していただいたＴＱＭのねらいとする「成果」全てに対して、関連付けをする際の困難の

度合いを５段階尺度の中から調査対象とする組織の状況として最もよく当てはまっていると思

われるものを選び、○を付けて下さい。 
 
【記入欄】 

ねらいとする 

成果 

困難の度合い 

非常に容易     やや容易      どちらとも言えない      やや困難      非常に困難 

 

 

 

 

 

Ｐ１ －２         －１          ０         ＋１       ＋２ 

 

Ｐ２ 
－２         －１          ０         ＋１       ＋２ 

 

Ｐ３ 
－２         －１          ０         ＋１       ＋２ 

 

Ｐ４ 
－２         －１          ０         ＋１       ＋２ 

 

Ｐ５ 
－２         －１          ０         ＋１       ＋２ 

 

Ｐ６ 
－２         －１          ０         ＋１       ＋２ 

 

Ｐ７ 
－２         －１          ０         ＋１       ＋２ 

 

Ｐ８ 
－２         －１          ０         ＋１       ＋２ 

 

Ｐ９ 
－２         －１          ０         ＋１       ＋２ 

 

Ｐ１０ 
－２         －１          ０         ＋１       ＋２ 

 

 
 
 
 
 
 
（２） ねらいとする「成果」と活動要素を関連付けする際の困難さの理由について、大きいものから

お書き下さい。なお、特定のねらとする「成果」に関するものの場合は、列挙していただいた

関連付けはで

きるが、一部抜

け落ちている

気がする 

関連付けはできる

が、半分くらい抜け

落ちている気がす

る 

全ての関連

付けを、確信

を持って付

けることが

できる 

関連付けはで

きるが、大半が

抜け落ちてい

る気がする 

全く関連付

けをするこ

とができな

い 



ねらいとする「成果」に対応するアルファベットを右端の欄に記入して下さい。 
 
【記入欄】 

理  由 ねらいとする 
成果 

 
 
 
 

 

 
 
 
 

 

 
 
 
 

 

 
 
 
 

 

 
 
 
 

 

 
 
 
 

 

 
 
 
 

 

 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
（３） ねらいとする「成果」と活動要素との関連の強さ［関連強し（◎），関連あり（○），や

や関連あり（△），関連なし］を見極める際に困難さはありましたか。関連の強さを見極



める際の困難の度合いを下記の５段階尺度の中から調査対象とする組織の状況として最もよく

当てはまっていると思われるものを選び、○を付けて下さい。 
【記入欄】 

困難の度合い 
非常に容易     やや容易       どちらとも言えない      やや困難      非常に困難

 
 
 
 
   －２       －１          ０         ＋１       ＋２ 
 
 
 
（４） ねらいとする「成果」と活動要素との関連の強さを見極める際の困難さの理由について、大き

いものからお書き下さい。 
【記入欄】 

理  由 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（５） 特に関連の強さを見極めるのが困難であったものについては、どのねらいとする「成果」に対

して、どの活動要素との関連の強さを見極めるのが困難であったのかをお答え下さい。また、

その困難である理由もお書き下さい。 

設問Ｂ－Ⅳ 

ねらいとする 
成果 活動要素 理 由 

 
 
 

  

 
 
 

  

 
 
 

  

関連の強さを付け

ることはできるが、

一部確信を持てな

いものがある 

関連の強さを付けること

はできるが、半分くらい

確信を持てないものがあ

る 

関連の強さを付け

ることはできるが、

大半は確信が持て

ない 

全く関連の強

さを付けるこ

とができない

全ての関連の強

さを、確信を持っ

て付けることが

できる 



調査対象とする組織におけるＴＱＭの自己評価・診断の【ＳＴＥＰⅣ】で行っていただいた『改善を

必要とする「活動」の見極めと推進策の立案』（『ＴＱＭの自己評価・診断シート』，ｐ６８参照）につ

いて、困難さに関する以下の設問にお答え下さい。 

 

（１）改善を必要とする活動要素を見極める際に困難さはありましたか。見極める際の困難の度合い

を下記の５段階尺度の中から調査対象とする組織の状況として最もよく当てはまっていると思

われるものを選び、○を付けて下さい。 
【記入欄】 

困難の度合い 
非常に容易     やや容易       どちらとも言えない      やや困難      非常に困難 

 

 

 

 

 
   －２        －１          ０         ＋１          ＋２ 
 
 
 
（１） 改善を必要とする活動要素を見極める際の困難さの理由について、大きいものからお書き下さ

い。 
【記入欄】 

理  由 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２） 改善を必要とする活動要素について、現在のレベルから今後目指すレベルを答える際に

困難さはありましたか。現在のレベルから今後目指すレベルを答える際の困難の度合いを下記

全ての改善の

必要な活動要

素を、確信を持

って書くこと

ができる 

改善の必要な活動要素を

書くことはできるが、一部

確信を持てないものがあ

る 

改善の必要な活動要素

を書くことはできる

が、半分くらい確信を

持てないものがある

改善の必要な活動要素

を書くことはできる

が、大半は確信が持て

ない 

全く改善の

必要な活動

要素を書く

ことができ

ない 



の５段階尺度の中から調査対象とする組織の状況として最もよく当てはまっていると思われる

ものを選び、○を付けて下さい。 
 
【記入欄】 

困難の度合い 
非常に容易     やや容易       どちらとも言えない      やや困難      非常に困難

 
 
 
 
   －２       －１          ０         ＋１       ＋２ 
 
 
 
（４）現在のレベルから今後目指すレベルを答える際の困難さの理由について、大きいものからお書

き下さい。なお、特定の活動要素に関するものの場合は、活動要素の番号を右端の欄に記入し

て下さい。 
【記入欄】 

理  由 活動要素 

 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 

 

 
 
 
（５）改善を必要とする活動要素について、現在のレベルから今後目指すレベルへのレベルの向上を図

るための推進策を記述する際に困難さはありましたか。改善を必要とする活動要素を全て挙

今後目指すレベル

は書くことはでき

るが、一部確信を持

てないものがある 

今後目指すレベルは書

くことはできるが、半

分くらい確信を持てな

いものがある 

今後目指すレベルは書

くことはできるが、大

半は確信が持てない 

全く今後目

指すレベル

を書くこと

ができない

全ての今後目指

すレベルを、確信

を持って書くこ

とができる 



げ、それら全てに対して記述する際の困難の度合いを５段階尺度の中から調査対象とする組織

の状況として最もよく当てはまっていると思われるものを選び、○を付けて下さい。また、その

困難である理由もお書き下さい。 
 
【記入欄】 

活動要素 

困難の度合い 
非常に容易      やや容易     どちらとも言えない    やや困難     非常に困難 

 

 

 

 

 
   －２          －１               ０          ＋１       ＋２ 

 
 

 

理由： 

 

 

 

 

 

 

 

活動要素 

困難の度合い 
非常に容易      やや容易     どちらとも言えない    やや困難     非常に困難 

 

 

 

 

 
   －２          －１               ０          ＋１       ＋２ 

 
 

 

  理由： 

 

 

 

 

 

 

 

設問Ｃ ＴＱＭ導入・推進の困難さの克服策 

全ての推進策を、

確信を持って記

述することがで

きる 

全く推進策

を記述する

ことができ

ない 

推進策は記述で

きるが、一部確信

を持てない部分

がある 

推進策は記述で

きるが、半分くら

い確信を持てな

い部分がある 

推進策は記述

できるが、大半

は確信が持て

ない 

全ての推進策を、

確信を持って記

述することがで

きる 

全く推進策

を記述する

ことができ

ない 

推進策は記述で

きるが、一部確信

を持てない部分

がある 

推進策は記述で

きるが、半分くら

い確信を持てな

い部分がある 

推進策は記述

できるが、大半

は確信が持て

ない 



設問Ｂで答えていただいた「困難さ」を克服するための方策についてのご意見・お考えをお伺いしま

す。以下の設問にお答え下さい。 

 

設問Ｃ－Ⅰ 

設問Ｂ－Ⅰ（１）（２）でお答えいただいた『「活動」についての評価・診断における活動要素の細

目を評価する際の困難さ』に対して、どのようにすれば克服できると思いますか。お考えをお書き下

さい。（設問Ｂ－Ⅰ（１）（２），ｐ６８～ｐ７０参照） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

設問Ｃ－Ⅱ（１） 

設問Ｂ－Ⅱ（１）（２）でお答えいただいた『ねらいとする「成果」とその評価・診断におけるＴＱ

Ｍのねらいとする「成果」を列挙する際の困難さ』に対して、どのようにすれば克服できると思いま

すか。お考えをお書き下さい。（設問Ｂ－Ⅱ（１）（２），ｐ７１参照） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

設問Ｃ－Ⅱ（２） 

設問Ｂ－Ⅱ（３）（４）でお答えいただいた『ねらいとする「成果」とその評価・診断におけるＴＱ



Ｍのねらいとする「成果」を評価する際の困難さ』に対して、どのようにすれば克服できると思いま

すか。お考えをお書き下さい。（設問Ｂ－Ⅱ（３）（４），ｐ７２～ｐ７３参照） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

設問Ｃ－Ⅱ（３） 

設問Ｂ－Ⅱ（５）（６）でお答えいただいた『ねらいとする「成果」とその評価・診断におけるＴＱ

Ｍのねらいとする「成果」の重要度を付ける際の困難さ』に対して、どのようにすれば克服できると

思いますか。お考えをお書き下さい。（設問Ｂ－Ⅱ（５）（６），ｐ７４参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設問Ｃ－Ⅲ（１） 

設問Ｂ－Ⅲ（１）（２）でお答えいただいた『「成果」と「活動」との関連付けにおけるＴＱＭのねら



いとする「成果」に対して、活動要素を関連付けする際の困難さ』について、どのようにすれば克服

できると思いますか。お考えをお書き下さい。（設問Ｂ－Ⅲ（１）（２），ｐ７５～ｐ７６参照） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

設問Ｃ－Ⅲ（２） 

設問Ｂ－Ⅲ（３）（４）（５）でお答えいただいた『「成果」と「活動」との関連付けにおけるＴＱＭ

のねらいとする「成果」に対して、活動要素との関連の強さを見極める際の困難さ』について、ど

のようにすれば克服できると思いますか。お考えをお書き下さい。 （設問Ｂ－Ⅲ（３）（４）（５），

ｐ７７参照） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 
 

設問Ｃ－Ⅳ（１） 

設問Ｂ－Ⅳ（１）（２）でお答えいただいた『改善の必要な「活動」の見極めと推進策の立案におけ



る改善の必要な活動要素を見極める際の困難さ』に対して、どのようにすれば克服できると思いま

すか。お考えをお書き下さい。（設問Ｂ－Ⅳ（１）（２），ｐ７８参照） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

設問Ｃ－Ⅳ（２） 

設問Ｂ－Ⅳ（３）（４）でお答えいただいた『改善の必要な「活動」の見極めと推進策の立案におけ

る改善の必要な活動要素の現在のレベルから今後目指すレベルを答える際の困難さ』に対して、

どのようにすれば克服できると思いますか。お考えをお書き下さい。（設問Ｂ－Ⅳ（３）（４），ｐ７９

参照） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

設問Ｃ－Ⅳ（３） 

設問Ｂ－Ⅳ（５）でお答えいただいた『改善の必要な「活動」の見極めと推進策の立案における改善



の必要な活動要素の推進策を記述する際の困難さ』に対して、どのようにすれば克服できると思いま

すか。お考えをお書き下さい。（設問Ｂ－Ⅳ（５），ｐ８０参照） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


